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第 1 章 序論 

1-1 研究背景 

1-1-1 光通信の発展 

情報通信の歴史は古く，古来より狼煙や手旗信号など様々なものが用いられてきた．電気

信号を用いた近代システムの起源は 1835 年に Morse (モールス)氏により実用化された電信

機を用いた電信伝送システムとされる．このモールス信号を介した電信システムの実現に

より，人類は光の速さで瞬時に情報を送ることができるようになった．電信機の発明は，そ

の後，電話システムの開発につながり，日本においても 1890 年に東京-横浜間の電話サービ

スが開始された．そして，さらなる長距離化・大容量化に向けて光通信の技術開発が開始さ

れる．1953 年には，オランダの VanHeel 氏らによってガラスファイバを芯としてその周囲

を屈折率の異なる別のガラスでコートしたクラッド付きファイバの原型が考案された[1]．

ただし，このころの光ファイバは 1 m の伝送で光強度が数分の 1 まで減衰するなど損失が

大きく，伝送路としての活用には程遠いものであった．そんな中，1966 年にイギリスの Kao

氏らは，石英ガラスの不純物を除去することによって光ファイバの低損失化が可能である

ことを突き止め[2]，それに基づき 1970 年には米国のコーニング社が 20 dB/km という当時

では革命的な光ファイバの低損失化に成功した[3]．これにより光ファイバ通信システムの

実現が現実味を帯び，研究開発競争の幕がきっておとされた．また，光ファイバ低損失化の

検討と同時期に，光源となるレーザに関する研究開発も進められていた．1960 年にはフュ

ーズ社の Maiman 氏らがルビーレーザを，翌 1961 年にはベル研究所の Javan 氏らがヘリウ

ムネオンレーザを開発した．その後，持ち運びに適した小型の半導体レーザが開発される．

しかしながら 1960 年代のレーザは寿命が数時間と短く，また極低温(-200℃)で動作する扱

いにくいものであった．そんな中，1970 年にベル研究所の林氏らは GaAs を用いて常温動

作可能な半導体レーザを開発し[4]，数年後には寿命も 10 万時間まで拡大された．この低損

失ファイバおよびと常温動作可能な半導体レーザの開発という光通信に必要な 2 大技術が

開発された 1970 年は「光通信元年」と言われており，現代光通信システムの基礎を築く重

要な時期となった[5]．これらの技術をもとに 1985 年には，旭川-鹿児島間 3400 km を接続

する日本縦断海底ケーブルを用い，1.3 um 帯にて 400 Mbps の光通信システム(中継間隔 40 

km)が商用化された[6]．また，1989 年には 1.5 um 帯にて 100 nm の広帯域を一括で増幅可能

な光増幅器として Erbium doped fiber amplifier (EDFA)が開発され[7]，さらに planar lightwave 

circuits (PLC)技術を用いた波長合分波器として arrayed waveguide grating (AWG)が開発され

たことから[8]，これらを用いた波長多重システムの検討が進められ，1999 年に商用導入が

開始された．以降，国内の中長距離の光通信システムや，大陸間を接続する海底光ケーブル

システムなどを⽀える基盤技術として導入が進められた．また近年では，さらなる伝送容量
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や伝送距離の拡大に向けて，従来の強度変調・直接検波(IM-DD: Intensity Modulation - Direct 

Detection)方式よりも高い受信感度の実現が可能なコヒーレント受信技術とデジタル信号処

理(DSP: Digital Signal Processing)技術を組み合わせたデジタルコヒーレント技術の研究開発

が盛んに⾏われている．2004 年以降の導入以降，伝送レートは飛躍的に拡大し，現在のイ

ンターネット社会を⽀えている．  

インターネットは当初，研究者同士が大量データを共同利用するためのネットワークと

して開発されていたが，1992 年に hyper text markup language (HTML)や world wide web 

(WWW)などの基盤技術が Conseil Européen pour la Recherche Nucléaire (CERN)によって世界

に公開されたことで我々一般市民が使えるものとなった． 1990 年代にはオフィスや一般家

庭向けのインターネットアクセスサービスの提供が開始され，生活を一変させた．当初のイ

ンターネットの利用方法は，電子メールの送受信，HTML 技術を用いた簡易な WWW の閲

覧が主であり，接続にはアナログの電話回線を利用したダイヤルアップ接続，または電話回

線が利用するメタルケーブルで 64 ~ 128 kb/s のデジタル通信が⾏える Integrated services 

digital network(ISDN) 回線が利用された．その後，同じメタルケーブルを利用して 1 Mb/s 以

上のブロードバンドサービスを提供可能な Asymmetric digital subscriber line(ADSL) の登場

により，インターネットの利用環境は格段に向上した．2001 年には局舎から一般家庭まで

敷設した光ファイバを介して光通信を⾏う FTTH サービスの提供が開始され，現在では加

入者あたり最大 10 G bps の伝送速度が実現されている． 

1-1-2 キャリアネットワークの構成 

現代の多様なサービスを⽀える通信キャリアのネットワーク構成を図 1-1 に示す[9]．

キャリアネットワークは，アクセス・メトロ・コアの 3 つの階層から構成される．アク

セスネットワークはユーザ端末を直接収容するネットワークである．アクセスネットワ

ークでは住宅やオフィス，屋外のモバイルエリアなどに配置される多様なユーザ端末を

収容するため，ケースに合わせて多様なネットワークが構築されている．メトロネット

ワークはアクセスネットワーク同士を接続するネットワークであり，主に都道府県内の

信号転送を担っている．コアネットワークは最も上位に位置する広域のネットワークで

あり，メトロネットワーク同士を接続する．ここでキャリアネットワークが提供する代

表的なアクセスサービスの例として①家庭向け光アクセスサービス②モバイルアクセ

スサービスについて説明する． 

 

① 家庭向け光アクセスサービス 

家庭向け光アクセスサービスとして Fiber to the home (FTTH)が提供されている（図 1-

1）[10, 11]． FTTH では通信キャリアの局舎からユーザ宅に敷設された光ファイバを介

してユーザ宅内に設置される加入者装置と局舎内に配置される局側装置が通信するこ
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とで，ユーザは通信キャリアのネットワークを通じてインターネットに接続することが

できる．ユーザと局舎を光回線で接続する FTTH では無線やメタル回線に比べて大容量

通信が可能である．ただし１ユーザが光ファイバや局側装置を占有するとユーザあたり

の設備コストが高くなる．一方で一般家庭のユーザが常時大容量通信を必要とするとは

考えにくい．そこで FTTH では複数のユーザが伝送路や局側装置を共有することによっ

て経済的に光アクセスサービスを提供可能な passive optical network (PON)システムが採

用されている[12, 13]．PON システムでは局側装置として optical line terminal (OLT)，加

入者装置として optical network unit (ONU)を用いる．伝送路に配置した光スプリッタに

て 1 つの OLT と複数の ONU を接続することによってユーザ間で伝送路や局側の設備

を共有し，ユーザ単価を低減する．このような 1 つの端末に複数の端末を接続するトポ

ロジは point to multi-point (P2MP)と呼ばれ，経済性の求められるネットワークでよく用

いられる．我が国における FTTH の世帯カバー率は 99.8 %と高く（2022 年度末時点），

全国の広いエリアで高速光アクセスサービスが提供されている[14]． 

 

②  モバイルアクセスサービス 

モバイルアクセスサービスは屋外のモバイル端末を無線通信にてキャリアネットワ

ークに接続するサービスである(図 1-1) [15]．ユーザが屋外でスマートフォンなどのモ

バイル端末を介してインターネットにアクセスする際，モバイル端末はまず屋外に設置

された無線基地局に対して無線信号を送信する．信号を受け取った無線基地局はさらに

上位のネットワークを介して最終的に目的の端末に届けられ，これによりユーザは様々

なサービスにアクセスできる．この時，無線基地局より上位の区間は大容量化が可能な

光通信にて実現されており，光通信がモバイルアクセスサービスを⽀えている． 

アプリケーションの多様化・高度化を背景に無線区間の伝送レートは年々向上してい

る．例えば第三世代移動通信システム(3G)では 384 Kbps だった伝送レートは第四世代

(4G)では 100 Mbps まで増大した．さらに現在導入がすすめられている第五世代(5G)で

は最大で 4G の 100 倍となる見込みである[16]．無線通信システムの歴史は搬送波の高

周波化の歴史でもあり，5G/6G ではミリ波を含む高周波帯の活用が想定されている．高

周波帯の利用は伝送容量の拡大に有効であるが，一方で無線区間における伝送距離の減

少をもたらす．その場合，シームレスな無線アクセスエリアを構築するためには多数の

基地局を高密度に配置しなければならない．しかしながら基地局数の増加は敷設する光

ファイバの増大をもたらす．そこでモバイルアクセスの光区間においても FTTH と同様

に P2MP 型の PON システムを導入することが検討されている[15]． 
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図 1-1  キャリアネットワークの構成 
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1-1-3 メトロ/コアネットワークの構成 

メトロ/コアネットワークの構成について説明する．メトロ/コアネットワークはアク

セスネットワークの上位階層の広域ネットワークである．メトロ/コアネットワークの

特徴として，reconfigurable optical add-drop multiplexer (ROADM)と呼ばれる光ノードを

用いて信号を転送することがあげられる[17, 18]．ここで一般的な電気スイッチベース

のノード構成との比較から光ノードのメリットについて説明する．一般的に会社や家庭

などのネットワークではノードに電気スイッチが用いられ，信号転送時に layer 2 (L2) 

や layer 3 (L3)のスイッチング処理や伝送レートの変換，多重化，優先制御など様々な

処理を⾏うため，処理遅延やキューイング遅延が発生する．また高負荷時には輻輳が発

生し，伝送容量が制限される．一方，メトロ/コアネットワークでは光ノードに到達した

信号を光のまま転送することによって上記の電気処理を削減し，遅延や容量制限を回避

できる． ROADM に基づくメトロ/コアネットワークの構成を図 1-2 に示す．アクセス

ネットワークから送信された信号は最寄りの ROADM に入る．アクセスネットワーク

には様々な要件を持つ多様なユーザを収容が存在しており，多様なプロトコル，(e.g. 

internet protocol (IP)，イーサネット，synchronous digital hierarchy (SDH))，伝送レートの

信号を扱っている．一方，ROADM で構成されるメトロ/コアネットワークでは，伝送効

率を高めるため，optical transport network (OTN)プロトコルに基づき大容量伝送が⾏われ

ている[19]．従ってアクセスネットワークから ROADM に到達した信号は，まずカプセ

ル化によって OTN プロトコルに変換される．その後，波長合分波デバイスによってコ

ア/メトロ区間のファイバに対して波長多重(add)され，⾏先の方路に転送される．転送

先では波長分離(drop)され，カプセル化の解除によって再度プロトコルを変換した後，

対向のアクセスネットワークに送信される．このようにメトロネットワーク内では

OTN プロトコルを用いることでアクセス区間における伝送レート，プロトコルの違い

を気にすることなく多様なユーザの信号を転送可能である．また光のまま信号を転送す

ることで転送時の電気処理を削減し，大容量/低遅延ネットワークを実現している．  

 

 



 6 

 

図 1-2 ROADM に基づくオール光ネットワークの構成 

  

ROADM #2

ROADM

ROADM #1

ROADM

W
S

S
W

S
S

WSS WSS WSS WSS WSS
W

S
S

W
S

S
WSS

WSSWSS WSS WSS

WSS WSS

送信器 送信器

アクセスNW アクセスNW

Add Drop Add Drop

アクセスNW アクセスNW

オール光ネットワーク

ROADM  #1

プロトコル変換 プロトコル変換

ROADM  #2

WSS: 波長選択スイッチ

送信器 送信器



 7 

1-1-4 データセンタを活用したサービス需要の高まり 

インターネットに接続してサービスを享受する場合，ユーザはネットワークを介して

サービス提供事業者のサーバにアクセスする必要がある．このときサービスを提供する

サーバは事業者が自前で構築するケースが以前は主流であったが，現在はデータセンタ

の設備を間借りして構築することが増えている[20]．データセンタには多数の計算機・

ストレージが配置されており，サービス提供事業者は要求に応じてそれらを柔軟に組み

合わせて仮想的なサーバを構築し，サービスを提供している．このようなデータセンタ

を活用したサービス提供が増えてきた背景としてデータセンタの様々なメリットがあ

る．メリットの例としてはまず需要に合わせた柔軟な設備構築が可能な点があげられる．

サービス提供事業者はデータセンタのリソースを用いることで需要の増減に合わせて

リスクを負うことなく規模を拡充/縮小するといった柔軟な対応が可能となる．また，保

守をデータセンタ事業者に任せることでサービス提供事業者はサーバの運用に必要な

高度人材の確保や，重要データのバックアップなどを気にすることなく事業に集中でき

る．加えて近年のデータセンタでは高度な人口知能(artificial intelligence: AI)用のプラッ

トフォームが提供されており，それを活用することでサービス提供事業者は AI 技術を

活用した多様なサービスを容易に実現できる[21]．Chat GPT をはじめとする様々な生成

AI 技術を活用したサービスが登場し注目を集めている昨今，AI 用プラットフォームと

してもデータセンタの重要性は増々高まっていくことが予想される．これらを背景にデ

ータセンタ市場は右肩上がりで増加しており，今後はデータセンタの活用を想定したキ

ャリアネットワークを構築していくことが求められる．  

これまでデータセンタの建設にあたっては計算リソースを集約し大規模化していく

ことがトレンドであった．一方でこのような計算リソースの集約は，近年では地政学的

リスクの拡大や電力需要の集中をもたらすようになってきた．また拠点を集約する場合，

ユーザから拠点までのトラフィックが集中，増加する懸念がある．そこで近年はデータ

センタを小規模化し，分散配置するアーキテクチャが有望視されている[22]．この場合，

地政学的リスクや電力需要の集中を回避し，またユーザの最寄りに配置した小型データ

センタにてデータを軽量化することで中継網を流れるトラフィックを削減することが

可能となる．しかし，分散型アーキテクチャにて複数のデータセンタが協調動作し 1 つ

の仮想マシンを構築するためには，それらを接続する大容量/低遅延ネットワークの構

築が求められる．広範囲に分布した拠点同士を相互接続するためには広大なネットワー

クの構築が必要であるが，その点キャリアのネットワークはすでに広域をカバーしてお

り，分散されたデータセンタの相互接続に適しているといえる．以上よりキャリアネッ

トワークでは，今後増々重要となるデータセンタを収容し，相互接続することが新しい

提供価値になると考えられる． 
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1-1-5 大容量/低遅延ネットワークの要求 

2020 年，コロナウイルスが世界中に蔓延しパンデミックとなった[23]．ウイルスの拡

大を抑制するため政府は国民に対して不要不急の移動を制限し，自宅待機を要請した．

それまで仕事はオフィスに出社して⾏うことが当たり前だったが，自宅待機の要請にこ

たえるために多くの企業は自宅から遠隔で業務を⾏うリモートワークを導入した．コロ

ナウイルスの蔓延が収束するまでの 3 年間を通してリモートワークはすっかり我々の

生活に馴染み，結果として我々は通勤にかかる移動時間の制限から解放されることにな

った．このリモートワークの普及は企業の働き方自体にも大きく影響を与えた．勤務場

所の制限が無くなったことによって遠方の優秀な人材を確保できるようになり，また移

動の時間が削減されたことで１人の有スキル人材が複数拠点の仕事をすることが可能

になるなど業務効率が改善した．このようにリモートワークの普及は我々が場所の制約

について改めて考える機会を与え，現在では様々なことを遠隔から実現するリモートワ

ールドの実現に対する要求が高まっている．例えば医療の分野では，遠隔から医師が手

術を⾏う遠隔手術のユースケースが検討されている[24]．患者は遠方の大病院まで足を

運ばずとも地元の病院から全国の優秀な専門医による手術を受けることができる．遠隔

手術では患者側に配置されたロボットアームを医師が遠隔からネットワーク経由で制

御して手術を⾏う．この時，手術に必要なロボットアームの精密な制御を⾏うためには

ネットワークの遅延を最小化することが重要となる．また質の高い手術を⾏うためには

医師があたかも現地にいるかのような感覚で没入できる環境を構築することが重要で

あり，患者や患部の様子を高精細映像で医師に届ける必要がある．そのためネットワー

クには低遅延性に加えて大容量性も求められる．このような大容量/低遅延ネットワー

クの実現は遠隔手術以外にも様々なシーンで求められている．例えば高所や水中などの

人が立ち入れない場所の点検におけるドローン遠隔制御や建設工事現場における車両

の遠隔制御も遠隔手術と同様に遠隔の装置を動かすケースとして大容量/低遅延の要求

が高い[23]．また virtual reality (VR)や e-sports といったエンターテインメントの没入感

を向上させるためにも大容量の高精細映像を遅延なく送ることが求められている[23]．

加えて近年は前節で述べたような小型データセンタの相互接続のように遠隔の計算器

同士をネットワークで接続し，１つの大規模システムとして動作させるユースケースが

注目を集めており，そこでも大容量/低遅延ネットワークの構築が必要となる．以上のよ

うに今後の多様なサービスの実現に向けては，それを⽀えるネットワークの大容量化お

よび低遅延化をいかに実現するかが課題の１つである． 
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1-1-6 大容量/低遅延化の実現にむけたアクセス/メトロ融合オール光ネットワーク 

1-1-3 節にて，メトロ/コアネットワークでは電気スイッチの代わりに ROADM をノー

ドに用いて信号を転送することで大容量/低遅延なネットワークを実現していることに

ついて述べた．メトロ区間では OTN を用いた大容量信号を光のまま転送するのに対し，

アクセス区間では IP，イーサネット，SDH などの多様なプロトコルに基づく多様なレ

ートのユーザの信号を収容している．よってアクセス/メトロ境界ではプロトコルや伝

送レートの変換が必要であり，また，アクセス区間では依然として L2/L3 の電気処理

（スイッチング処理や伝送レートの変換，多重化，優先制御など）が必要である．よっ

て高負荷時には，アクセス区間およびアクセス/メトロ境界におけるプロトコル変換や

L2/L3 処理に伴う処理遅延やジッタの増大，帯域低下が問題となる．前節で述べたよう

にアプリケーションの高度化に伴うネットワークの大容量化/遅延化の要求が加速して

いることを鑑みると，将来的にはコア/メトロのみならずアクセス区間やアクセス/メト

ロエッジにおけるノードの電気処理を極力削減し，大容量/低遅延の光直結パスを E2E

で構築することが求められる．そこで現在，転送処理をすべて光処理で⾏う，すなわち

オール光とするエリアを従来のコア/メトロネットワークからアクセスネットワークに

まで拡張し，つまり end-to-end (E2E)の光直結パスを提供するアクセス/メトロ融合オー

ル光ネットワークネットワークの検討が進められている[25-27]．本研究で想定するアク

セス/メトロ融合オール光ネットワークの構成を図 1-3 に示す．アクセス/メトロ融合オ

ール光ネットワークではノードに光スイッチを用い，メトロ/コアのみならず，アクセス

区間までを光直結することで E2E の大容量/超低遅延ネットワークを提供する．また，

ROADM とは異なり，OTN 以外の任意のプロトコルの信号を伝送することを想定して

いる．これにより ROADM で生じていたユーザごとのプロトコル変換が不要となり，

究極的な低遅延接続を実現可能である．このようにアクセス/メトロ融合オール光ネッ

トワークは容量や遅延要求の厳しいユーザに対してはアクセスを含む E2E の光直結パ

スを提供する．ただし光直結パスを提供する場合，限られた波長帯域を占有することに

なるため，ある程度伝送レートが高くなければ伝送容量当たりのコストが高くなること

に注意が必要である．またメトロ区間は長距離の dense wavelength division multiplexing 

(DWDM)伝送を想定しているため，トランシーバには波長可変性，波長安定性，長距離

伝送といった要件が必要となり，少なからずコスト増大が想定される．一方で近年はサ

ービスが多様化しており，容量・遅延要求よりも経済性が求められるケースも考えられ

る．例えば FTTH やモバイルなどの P2MP 型システムにおいてユーザ当たりの伝送レー

トが低く経済性の求められる ONUには波長精度の低いフリーランの O 帯光源が用いら

れているが，そのままでは C 帯の DWDM で構成されるコア/メトロ区間に対して信号

を送信することができず，ノードにおける波長変換が必要である．このように将来のキ
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ャリアネットワークでは多様なユーザを収容する必要があるが，要件ごとに個別のネッ

トワークを構築することは収容効率の観点から適さない．したがって将来のアクセス/

メトロ融合オール光ネットワークでは，要件の厳しいユーザには E2E の光直結パスを

提供し，経済性の求められるユーザには多重化や波長変換など最小限の電気処理をノー

ドにて施してから伝送することで多様なシステムを一括して収容することが検討され

ている． 

 

 

 

図 1-3 アクセス/メトロ融合オール光ネットワークの構成 
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1-2 本研究の目的および課題 

1-2-1 アクセス/メトロ融合ネットワークの経済化にむけた課題 

 2023 年 3 月，アクセス/メトロ融合オール光ネットワークの先駆けとしてユーザ拠点

間の光直結による E2E の大容量/低遅延光パス提供サービスが開始された[28]．本サー

ビスのユーザ当たりの伝送容量は 100 Gbit/s，月額料金は 200 万円程度である．一般家

庭向けに提供される FTTH サービスの料金が月額数千円であることを考えると当該サ

ービスの提供料金は高く，現状では限定的なユーザをターゲットとしている．一方で今

後は大容量/低遅延接続を必要とする多様なユースケースの創出が予想されており，本

格的な普及に向けては operating expenditure (OPEX)/ capital expenditure (CAPEX)削減によ

る構成要素の経済化が重要である．以下アクセス/メトロ融合オール光ネットワークの

OPEX/CAPEX 削減の方法について考える． 

 

(i)OPEX 削減 

アクセス/メトロ融合オール光ネットワークでは，アクセスからメトロの広域にわた

る多様な装置を扱うため，高度な専門スキルを持つ運用/保守作業者が必要となること

が予想される．こうした高スキル人材の確保，育成には時間とコストがかかり，すなわ

ち OPEX の上昇につながる．ここで都市部とルーラルエリアにおける保守運用の体制

の着目し，両者の OPEX を比較する．ユーザの多い都市部では大規模な局舎に装置が集

約され，そこに常駐する保守者が運用・保守を⾏う(図 1-4(a))．局舎あたりで扱う装置

数が多いため運用・保守の作業量は日によらず平滑化され効率的に作業を進めることが

できる．一方，装置数の少ないルーラルエリアでは無人局舎に装置が配置されることも

多く，装置故障時には保守者が最寄りの有人局舎から駆けつけて保守を⾏う(図 1-4(b))．

ネットワーク基盤は重要な社会インフラであることから，装置故障時には昼夜問わず迅

速な復旧対応が求められ，無人局舎にて突発的に発生する装置故障に備えた保守者の待

機や移動にかかる稼働が OPEX の増大を招いている．駆けつけ保守を削減するために

は光伝送システムの伝送距離を拡大し，従来無人局舎に配置されていた装置を有人の大

規模局舎に集約することが有効である． 

 

(ii)CAPEX 削減 

現在のネットワーク構築コスト，すなわち CAPEX が高い要因の一つとしてトランシ

ーバ価格があげられる．これまでの ROADM ベースのオール光ネットワークや，初期

のアクセス/メトロ融合オール光ネットワーク[28]では，大容量/長距離伝送を想定し，デ

ジタルコヒーレント伝送方式の光トランシーバが用いられている[29]．デジタルコヒー

レント伝送は，波長あたり 100 Gbit/s 以上の大容量，1 万 km 以上の長距離伝送を実現
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可能な方式であるが，短・中距離系で用いられる直接変調-直接検波(intensity modulation 

/ direct detection: IMDD)方式に比べて装置コスト，消費電力が高い．アクセス/メトロ融

合オール光ネットワークではコストにシビアな末端のアクセス領域までオール光の収

容範囲を拡充することを想定している．よって伝送レートや伝送距離の要求が比較的低

いユーザに対しては IMDD 方式を活用することで経済的に光直結パスを提供できる可

能性がある．IMDD 方式では，位相情報まで含めた光電界を受信するデジタルコヒーレ

ント方式とは異なり，受信時に強度情報（包絡線）のみを受信する．この際，位相情報

が消失するため伝搬による波形歪の完全な補償は困難とされ，伝送距離が制限される．

一方で近年は，送信側，受信側，中継ノードにおける多様な波形歪補償技術が提案され

ている[30-33]．最大の伝送距離を実現するためには，それら技術の組み合わせ，パラメ

ータを最適に選択することが重要である．学術レベルでは実験室に閉じて送信器，伝送

路，受信器の各構成，技術に合わせて時間をかけてパラメータを最適化することが可能

である．一方でアクセス/メトロ融合オール光ネットワークではユーザやキャリアの要

求に応じて迅速に光経路を構築する必要があり，構築の都度パラメータ設計を迅速に⾏

う必要がある．光経路構築を迅速に⾏う手法として，伝送距離に十分なマージンを持た

せることが考えられる．しかし，そのマージンを設定する分 IMDD 方式の伝送距離が制

限され，結果，適用可能範囲が限定される．このようにアクセス/メトロ融合ネットワー

クにおける経済的な IMDD 方式の適用領域を最大限に広げるためには，送受信器や伝

送路の構成に応じた迅速なパラメータの最適化によりマージンを可能な限り減らして

伝送距離を最大化することが重要である． 

以上より，アクセス/メトロ融合オール光ネットワークの CAPEX，OPEX 双方の観点

で，伝送距離の拡大が重要である．  

1-2-2 伝送距離拡大にむけた技術課題 

前節ではアクセス/メトロ融合オール光ネットワークにおける OPEX/CAPEX 削減に

ついて議論した．まず OPEX の観点ではルーラルエリアにおける駆けつけ保守稼働削

減に向けた伝送距離拡大の重要性について述べた(i)．また CAPEX の観点では経済的な

IMDD 方式の適用にむけてパラメータの迅速な最適設計に基づく伝送距離の最大化が

重要であることについて述べた(ii)．本研究では(i)(ii)の課題解決にむけてそれぞれ以下

に示す①②の 2 通りのアプローチを検討する．  

①  無中継構成に基づく伝送損失補償 

前節で述べたようにアクセス/メトロ融合オール光ネットワークの経済化に向けては

ネットワークの OPEX 削減が重要である．無人局舎の多いルーラルエリアにおいては

装置故障時の駆けつけ保守稼働の削減が重要な課題の１つであり，伝送距離拡大による
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無人局舎の削減が有効である．特に世帯カバー率が 98.8%と高い FTTH[14]では，ルー

ラルエリアの収容ユーザ数も多く，故障やトラブル等の駆けつけ保守の問題が深刻にな

る．駆けつけ保守の削減にむけては装置間の伝送距離を延ばし，装置を可能な限り有人

の局舎に配置することが望ましい．一方，P2MP 型システムである FTTH では光スプリ

ッタの挿入損失が大きいため，伝送距離拡大の技術的難易度が高い．以上を踏まえ，本

研究では FTTH で用いられる PON システムを対象に伝送距離の拡大を検討する． 

光通信システムの伝送距離拡大に向けては光増幅器を用いて伝送損失を補償するこ

とが有効である．このとき光増幅器の配置場所によって中継/無中継の 2 つの構成が考

えられる．図 1-5(a)に中継構成のイメージを示す[34, 35]．ただし中継構成では伝送路の

中継地点にアクティブ装置である光増幅器を配置するため，従来と同様に装置故障時の

駆けつけ保守の必要がある．一方，光増幅装置を局舎側に配置する無中継構成のイメー

ジを図 1-5(b)に示す．この構成ではアクティブな光増幅器を有人局舎に配置し，装置故

障時には局舎に常駐する保守者が作業にあたるため，駆けつけ保守を削減できる．従っ

て駆けつけ保守稼働削減の観点では無中継構成にて伝送距離を拡大することが重要で

ある．PON システムでは ONU から送信される上り信号と OLT から送信される下り信

号が同一の伝送路で波長多重され，伝送される．本構成において OLT 出力直後の下り

信号は光増幅器のノイズレベルに対して十分高い強度で光増幅器に入るため，良好な光

信号対雑音比(OSNR)が得られ，高い伝送距離拡大効果を期待できる．一方，上り信号は

伝送損失によって強度が光増幅器のノイズレベルに対して低下した後に局舎に到達し

光増幅器に入るため，OSNR が低下し伝送距離拡大効果が制限されるという課題がある．

以上より，駆けつけ保守稼働の削減にむけて無中継構成にて PON の伝送距離拡大を拡

大するためには，特に OSNR 低下が懸念される上り信号の低雑音な光増幅手法が必要

となる．本研究では光増幅器用の装置を有人局舎側に集約する無中継構成において，良

好な上り信号増幅を期待できる手法として分布ラマン増幅に基づく方式について検討

する． 
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図 1-4 装置故障時の保守作業,  

(a) 都市部, (b)ルーラルエリア 

 
 

 

 

図 1-5 光増幅に基づく伝送距離拡大 

(a)中継構成, (b)無中継構成. 
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②  リアルタイムな最適伝送路設計にむけた伝送品質推定 

前節で述べたようにアクセス/メトロ融合オール光ネットワークの経済化に向けては，

光送受信に関わる部分に経済的なデバイスを用いることができる IMDD 方式の活用が

期待されるが，デジタルコヒーレント方式に比べて伝送距離拡大が課題である．近年は

多様な波形歪補償技術の導入により IMDD 方式の伝送距離は拡大しているが，光トラ

ンシーバのポテンシャルを発揮し最大の伝送距離を実現するためには，伝送路や送信器，

受信器の組み合わせに応じてパラメータを最適設計することが必要である．学術レベル

では，時間をかけて想定するトランシーバ種別・伝送路に最適なパラメータを探索でき

るが，アクセス/メトロ融合オール光ネットワークでは接続される多様なトランシーバ

種別を考慮し，ユーザの要求に合わせて即座に経路を構築することが求められる．経済

的な IMDD を広域のアクセス/メトロ融合オール光ネットワークに適用するためには迅

速なパラメータ設計に基づき最大限の伝送距離を実現するシステムを構築することが

重要である．パラメータ最適化にむけたアプローチとして，例えば実網上で逐次パラメ

ータを調整し最適なものを探索することが考えられるが，探索時間の増大を招く．また

運用中のパラメータの変更は既存ユーザの通信に影響を与える可能性がある．例えば光

強度に依存する自己位相変調(SPM)の抑制のために光増幅器の利得を低減する場合，当

該光増幅器を用いる既存ユーザの信号強度が低下し，符号誤りが生じるケースなどが考

えられる．これを回避するためには実網ではなく計算機上で伝送路を再現し，各パラメ

ータに対する特性を高速に計算することが考えられる．実際にコアネットワークでは伝

送路の状態をデジタルツインとしてコンピュータ上に再現し，各パラメータを用いた場

合の E2E の伝送品質(例えば符号誤り率(bit error rate: BER)，信号対雑音比(signal to noise 

ratio: SNR)，Q 値など)を計算し，それらがエラーフリーの条件を満たす最適なパラメー

タを算出するシステムが検討されている．この場合，数値計算に基づき高速に最適パラ

メータを導出可能であり，また既存ユーザの通信に影響を与える心配もない．このよう

なシステムを実現するためには E2E の高速な伝送品質推定手法の確立が鍵であり，こ

れまでにデジタルコヒーレント伝送向けでは様々な検討が⾏われている[36,37]．伝送品

質推定技術は伝送による波形歪などの影響を考慮し，受信端で得られる伝送品質を推定

する．ここでデジタルコヒーレント方式と IMDD 方式における波形歪の取り扱いの比

較から伝送品質推定技術のアプローチの違いについて説明する．デジタルコヒーレント

方式では受信時に位相を含む完全な波形情報取得するため，受信デジタル信号処理

(digital signal processing: DSP)にて適切な処理を施すことで線形な伝送波形歪は補償可能

であり，伝送品質の劣化は引き起こさない．一方で非線形波形劣化は伝送品質に影響を

与えるため，伝送品質推定技術ではこれを考慮する必要がある．非線形波形歪は 100 km

を超える長距離伝送においてランダムなガウシアン雑音とみなされるため，長距離のデ

ジタルコヒーレント向け伝送品質推定手法では SNR の低下として非線形波形劣化を扱
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う．一方，受信器にて位相情報を取得しない IMDD 方式では線形波形歪を完全に補償で

きないため，デジタルコヒーレント方式とは異なり線形波形歪の影響を考慮しなければ

ならない．加えて線形波形歪の影響で伝送距離が制限される IMDD 方式では，非線形波

形歪をランダム雑音とみなすことができないため，これもまた考慮する必要がある．以

上のようにデジタルコヒーレント方式と IMDD 方式では伝送品質劣化をもたらす波形

劣化が異なるため，従来のデジタルコヒーレント向けの伝送品質推定手法を IMDD 方

式に適用することは困難であり，新たな方式の確立が必要である． 

本研究ではアクセス/メトロ融合オール光ネットワークの伝送距離拡大にむけて，低

雑音な光増幅手法の活用による無中継構成における伝送距離拡大①および，最大伝送距

離を実現するためのパラメータ最適化にむけた IMDD 方式用伝送品質推定手法②につ

いて検討する． 

1-3 本論文の概要  

本研究は全 6 章からなる． 

第１章では，将来の多様なサービスの基盤となる大容量/低遅延ネットワークとして

検討が進められているアクセス/メトロ融合オール光ネットワークの概要，およびその

経済化に向けた伝送距離拡大の重要性について述べた．また伝送距離拡大にむけて本研

究で検討した 2 通りのアプローチ(①低雑音な光増幅手法の活用②最適伝送路パラメー

タ設計)について説明した．  

第２章では，装置故障時の駆け付け保守稼働削減に向けて光増幅技術に基づく FTTH

システムの伝送距離拡大を検討する．駆け付け保守稼働の削減に向けては伝送路中に故

障リスクのあるアクティブ素子を配置しない無中継構成の実現が重要であるが，その場

合，特に上り信号増幅の低雑音化が課題である．そこで FTTH における上り信号増幅に

低雑音な分布ラマン増幅技術を用いた手法を提案し，FTTH に用いられる 10GE-PON シ

ステム[38, 39]にて実機検証を⾏い，伝送距離を 37 km 延伸できることを示す．  

第３章では，鉄道や高速道路に対するモバイルアクセスの提供を想定し，低遅延かつ

シームレスな接続を広域なエリアで実現するため，バス型トポロジの光アクセス構成を

検討する．伝送距離拡大のため，２章で活用した分布ラマン増幅の導入に加えて，ドロ

ップポイントに分岐比率の異なる不等分岐光スプリッタを活用する構成を提案する．解

析的アプローチから提案システムにおける各パラメータの最適化手法を検討し，数値シ

ミュレーションおよび実機検証にて達成可能な最大ロスバジェットや最大伝送距離，最

大収容端末数を明らかにする．  

第４章では，アクセス/メトロ融合オール光ネットワークの動的な伝送路設計に向け

た高速伝送品質推定技術に関する検討を⾏う．経済的な IMDD 方式を広域のアクセス/

メトロ融合オール光ネットワークに適用するためには，限られた経路構築時間内にパラ
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メータを最適化し，長距離化の難しい IMDD 方式の伝送距離を最大化することが重要

である．迅速なパラメータ最適化に向けた伝送品質推定技術を提案し，推定精度を検証

した．具体的には self-phase modulation (SPM)による波形劣化を確定的な波形歪みとして

非線形ボルテラフィルタ(Volterra nonlinear filter: VNLF)にて模擬し，そこに確率的な波

形歪みとして cross-phase modulation (XPM)による雑音を付与することで受信信号を再現

し，符号誤り率を推定する．高精度な伝送シミュレータとの比較を通して提案手法の推

定精度を検証する． 

第５章では，４章で提案した伝送品質推定の更なる高速化，およびマルチスパンネッ

トワークへの拡張を検討する．4 章の手法では VNLF を用いた電界波形計算が計算量削

減に向けたボトルネックとなっていた．計算量を抜本的に削減するため，電界波形では

なく，そこから抽出した次元の低い特徴量をニューラルネットワークにて解析する手法

を提案する．伝送シミュレータとの比較より提案手法による符号誤り率の推定精度を評

価する．また従来手法に対する計算量削減量について合わせて述べる． 

最後に第６章にて結論を述べる． 

以上のように本研究では大容量・低遅延なアクセス/メトロ融合オール光ネットワー

クの経済化にむけて①低雑音な光増幅手法の活用，②最適伝送路パラメータ設計，の 2

通りのアプローチから伝送距離拡大を検討する．検討①では，スター型およびバス型ト

ポロジのネットワークを対象に低雑音な分布ラマン増幅手法の適用による無中継伝送

距離拡大を検討する．検討②では，ガウシアンモデルとニューラルネットワークを活用

した伝送品質推定手法を提案し，推定精度や計算量削減効果を検証する．提案した高速

な伝送品質推定に基づき限られた経路構築時間内にパラメータを最適化することで，長

距離化の難しい IMDD 方式の伝送距離を最大化することを目指す．  
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第 2 章 分布ラマン増幅技術に基づく 10G-EPON の伝送距離拡大 

2-1 はじめに 

Information and Communications Technology (ICT)の発展に伴い社会のデジタル化が進

んでいる．今やショッピングから映像作品の視聴，交通機関の検索・予約，リモートワ

ークまであらゆることをモバイル端末１つで⾏うことが可能であり，充実した在宅時間

を過ごすことができている．これを⽀えるのが家庭向けに高速インターネット接続アク

セスを提供する FTTH サービスである[1]．FTTH はユーザ拠点と通信局舎との間に敷設

した光ファイバを介してユーザをキャリア網，ひいてはインターネットに接続するサー

ビスであり，PON システムによって構築される[2-4]．PON システムでは複数のユーザ

が光ファイバや装置を共有することでユーザ当たりのサービス料金を抑制することが

できる．現在，我が国の FTTH 普及率は 99.8 %を超え[5]，全国の広い範囲でサービス

が展開されているが，ユーザ密度の低いルーラルエリアでは保守運用コストの削減が課

題となっている[6]．都市部と比較してユーザ数の少ないルーラルエリアでは小規模な

無人局舎によってユーザ端末を収容するが，この場合，装置故障時には有人局舎から保

守者が駆け付けて保守を⾏う必要があり，移動や待機にかかる稼働が問題となっている．

駆け付け保守を削減するためには，光アクセスの伝送距離を拡大し従来無人局舎に置か

れていた装置を有人の大規模局舎に集約することが有効である．本章では現在導入が進

めれている 10G 級 PON システムを対象として低雑音な光増幅技術として知られる分布

ラマン増幅を用いた伝送距離拡大を検証する． 

2-2 PON システムの伝送距離拡大による駆けつけ保守稼働の削減 

図 2-1(a)に PON システムに基づく FTTH サービスのネットワーク構成を示す[2-4]．

FTTHでは通信局舎と一般住宅の間に敷設した光ファイバを介して高速光アクセスサー

ビスを提供する．ユーザ宅内には ONU と呼ばれる宅内装置が配置され，通信局舎に配

置される OLT との間で通信が⾏われる．このとき 1 台の OLT と複数の OLT は光スプ

リッタによって接続される．局側装置である OLT や伝送路を複数ユーザで共有するこ

とでユーザ単価を抑制し，経済的に光アクセスサービスを提供することができる．PON

システムは OLT から送信される下り通信と ONU から送信される上り通信から構成さ

れ，双方が同一のファイバ内に波長多重される．下りは連続信号であり，光スプリッタ

にて複製された後すべての ONU で同じ信号が受信される．各 ONU は到達した下り信

号の中から自身に割り当てられたタイムスロットの信号のみを選択して受信する．一方，

上り通信においては，それぞれの ONU が送信する信号が光スプリッタにて衝突してし

まうことが考えられる．そこで各 ONU は自身に割り当てられたタイムスロットのみ信

号を送信することで衝突を回避する．このとき上り信号は時間的に間欠なバースト信号
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となる． 

都市部において OLT は保守運用作業者の常駐する大規模な局舎に配置され，装置故

障時には常駐する保守者が迅速に作業にあたる．一方ルーラルエリアにおいてはユーザ

の密度が小さいため，OLT は無人の局舎に配置されることが多い(図 2-1(a))．この時，

ユーザ-無人局舎間はアクセス区間，無人局舎-大規模局舎間はトランク区間と呼ばれる．

本構成において OLT や伝送装置が故障した場合，大規模局舎に常駐する作業者が駆け

つけて保守を⾏う必要がある．インターネットアクセスが社会生活を送る上でのインフ

ラ基盤となった現在，昼夜問わず迅速に作業を⾏うことが求められており，突発的に発

生する故障に備えた待機や遠方から駆けつける移動の稼働が問題となっている．駆けつ

け保守を回避するためには ONU-OLT 間の伝送距離を拡大し，OLT を保守者の常駐する

大規模局舎に集約することが有効である．この場合のネットワーク構成を図 2-1(b)に示

す．ONU-OLT 間の伝送区間を従来のアクセス区間からトランク区間まで拡大し，故障

の可能性がある OLT を大規模局舎に集約することで無人局舎自体を削減し，駆けつけ

保守稼働を削減できる．本章では駆けつけ保守稼働削減にむけて PON システムの伝送

距離拡大を検討する． 

 

 

図 2-1 PON システムの伝送距離拡大による局舎削減 
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2-3 光増幅による伝送距離拡大の課題 

PON システムでは伝送路に配置された光スプリッタの損失が大きく，ロスバジェッ

ト，ひいては伝送距離を制限する要因となっている．伝送距離拡大に向けては光増幅に

よって損失を補償することが有効である．このとき光増幅器の配置場所によって中継

[7-9]/無中継の 2 つの構成が考えられるが 1-3-2 節で述べたように駆けつけ保守削減の

観点では無中継構成の実現が重要である．無中継光増幅に基づく伝送距離拡大システム

を図 2-2 に示す．無中継構成では光増幅器を伝送路ではなく局舎内に配置する．伝送路

内にアクティブ装置を必要としないため駆けつけ保守を削減できる．また，光増幅装置

をユーザ側ではなく局舎側に配置することによって複数ユーザ間で共有し，ユーザ当た

りの装置単価を抑える効果が期待できる．光増幅に基づき PON システムの伝送距離を

拡大するためには，上りと下り，それぞれに対して光増幅器を設置する必要がある．ま

ず下り信号の光増幅について考える．光増幅器を局舎側に配置する場合，下り信号は伝

送路に入る前に増幅される．このように送信端に配置される光増幅器はブースターアン

プと呼ばれる[10]．一般的にブースターアンプの構成では入力光信号の強度が光増幅器

の放出する光ノイズである自然放出光(amplified spontaneous emission: ASE)に対して大

きいため，高い OSNR が得られ，大きな伝送距離拡大効果が期待できる．一方上り信号

は受信側に配置された光増幅器にて信号が増幅される前置光増幅の構成となる[11]．前

置光増幅構成ではファイバ伝送によって信号が減衰し，自然放出光のノイズレベルに対

して低い光強度で光増幅器に入力されるため，OSNR が低下し伝送距離拡大効果が制限

される．以上のように駆けつけ保守稼働を削減するためには局側に光増幅器を配置し，

無中継で伝送距離を拡大することが求められ，抜本的な伝送距離拡大に向けては特に

OSNR 劣化が予想される上り信号増幅時の特性改善が必要となる． 

2-4 分布ラマン増幅を用いた伝送距離拡大 

前節で述べたように，駆けつけ保守稼働の削減に向けては光増幅装置を局側に集約す

る無中継構成による伝送距離拡大が重要であるが，前置光増幅となる上り信号の OSNR

低下が課題である．光増幅用装置を局側に配置しつつ光増幅時の雑音を低減する手法と

して分布ラマン増幅を活用した手法が提案されている[12-15]．図 2-3 に構成を示す．本

手法では適切な波長の励起光を伝送路に入射させることで分布ラマン増幅の効果によ

って上り信号を伝送路中で徐々に増幅する．長距離伝送によって信号光強度が減少する

前から伝送路内で信号を増幅するため，高い OSNR の実現が期待できる．分布ラマン増

幅は 3 次の非線形光学効果である誘導ラマン散乱を用いた光増幅手法である[16-17]．信

号光より 13 THz 程度高周波の励起光を同一ファイバ中に入射させることで，励起光エ

ネルギーの一部を信号光に与え，信号光を増幅する．分布ラマン増幅の増幅利得は信号

光と励起光の偏波状態に依存し，双方の偏波状態が同じ場合に最も利得が高くなり，直
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交するとほとんど利得が生じない．よって高い利得を得るためには信号・励起光の偏波

状態をそろえてファイバに入力することが考えられるが，信号と励起光の周波数は 13 

THz 程度離れているため，伝搬とともに双方の偏波状態は独立に変化し，結果として利

得変動，ひいては波形歪みをもたらす．利得変動を抑制するため，分布ラマン増幅では

以下に示す 2 つの工夫が用いられる．1 つは信号光の伝搬方向と逆方向から励起光を伝

送路内に入射させる後方励起の構成を用いることである．信号光と励起光がすれ違いな

がら伝送することによって利得が平均化され，変動が抑制される．2 つ目はランダム偏

波の励起光を用いることである．偏光状態のランダム化によって偏波依存の利得を平均

化し，変動を抑制できる．ランダム偏波の励起光は直交偏波を持つフリーランの laser 

diode (LD) 2 台から出力した光を偏波ビームスプリッタにて合波することで生成できる．

これまでに 1-2.5 Gbit/s 級の PON システムを対象として分布ラマン増幅技術を適用する

検討が報告されている[13, 14]．この検討では分布ラマン増幅技術を用いて 50 km にわ

たる長距離システムを達成している．  

2-5 従来検討の課題，および提案システム 

分布ラマン増幅技術に基づく PON の伝送距離拡大に関する先⾏検討[13, 14]では，励

起光と信号光の相互作用区間として 50 km にわたる長距離区間を用いることで高い利

得を実現している．この先⾏検討では PON システムの持つロスバジェットのほとんど

を 50 km の伝送に用いることでこれを実現しているが，実際の PON では光スプリッタ

等にロスバジェットの多くを割り当てる必要があり，50 km の伝送路を確保するのは難

しい．本章では 2-2 節で述べた局舎削減シナリオの実現にむけて，ネットワーク構成の

見直しを検討する．局舎削減のシナリオでは既設のアクセス区間，トランク区間を直結

し無中継構成で伝送距離を延伸することを目指している．図 2-4 に本章で想定するネッ

トワーク構成を示す．下り信号の増幅にむけては OLT 直下にブースターアンプを配置

する．一方，上り信号の増幅にむけてはラマン増幅を用いる．OLT 側から入射された励

起光は，まずトランク区間を伝送し，アクセス区間に入る．このときアクセス区間には

スプリッタやコネクタやメカニカルスプライスが存在するため，励起光がアクセス区間

に入ると減衰し，そこでの利得は得られない．またユーザや保守者のいるアクセス区間

に対して高出力な励起光を伝送することはアイセーフティ確保の観点で難しい．したが

って本章で想定する局舎削減シナリオの実現にむけてはトランク区間のみをラマン増

幅に活用することが重要である．本章ではアクセス区間が PON で規定される損失を持

つことを前提に，追加で確保可能なトランク区間の長さを検証する． 
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図 2-2 無中継光増幅に基づく伝送距離拡大 

 
 

 

 
 

図 2-3 分布ラマン増幅技術に基づく光アクセスの伝送距離拡大に関する先⾏研究 

 
 

 

 
 

図 2-4 本章で想定するネットワーク構成 
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2-6 数値計算シミュレーション 

分布ラマン増幅技術の適用による伝送距離拡大効果を検証するため，数値計算シミュ

レーションにて最大伝送距離を検証した． 

2-6-1 構成 

数値シミュレーションの構成を図 2-5 に示す．光信号伝搬の計算には伝送シミュレー

タである VPI transmission maker [18]を用いた．今回は PON システムとして IEEE802.3ah 

10G-EPON PR30 クラス[19,20] (ロスバジェット 29 dB)を想定し，OSNR 低下により伝送

距離の拡大が難しい上り伝送についてのみ検証を⾏った．ONU から送信された 1270 nm

の上り信号は 10 km のアクセス区間を通り，スプリッタ損失を模擬した可変光減衰器

(VOA)にて光強度を減衰させたのち，光強度 Pin にてトランク区間のファイバに入射さ

れ，最終的に OLT で受信される．本章では OLT の直前に半導体光増幅器 (semiconductor 

optical amplifier: SOA) を配置することを想定し，分布ラマン増幅との併用による抜本的

な伝送距離拡大を検討した．SOA の利得と雑音指数はそれぞれ 16dB と 7.6 dB に設定

した．その他のパラメータは表 2-1 に示す．光増幅として SOA のみを用いるケース 

((i)w/o ラマン増幅)，および用 SOA とラマン増幅を用いるケース((ii)w/ ラマン増幅)，

それぞれについて特性を計算し，比較した．ラマン増幅を用いる構成(ii)では，wavelength 

division multiplexing (WDM)フィルタ(WDM1)を介してトランク区間に対してラマン励起

光を送信する．WDM フィルタは次章の実機検証で用いるものを想定し，実測値から損

失を設定している(表 2-1)．2-4 節で述べたようにラマン励起光にはランダム偏波の光源

を用いることを想定している．10G-EPON 上り波長である 1270 nm を増幅するため，ラ

マン励起光の波長は上り信号より 13 THz だけ周波数の低い 1205 nm に設定した．ラマ

ン励起光はトランク区間を伝送した後，アクセス区間の手前で WDM フィルタ(WDM2)

によって除去される．これによりアクセス区間に対する励起光の流入を抑制し，損失が

少なく，またアイセーフティを確保できるトランク区間のみをラマン増幅区間として用

いる．伝送路には標準シングルモードファイバ(SSMF)を用いることを想定し，1270 

nm/1205 nm における伝搬損失はそれぞれ 0.39 dB/km と 0.47 dB/km とした．分布ラマン

増幅と SOA の放出する ASE を除去するため，受信器の直前に光 band-pass filter (BPF)を

配置する．受信器に入る ASE をより低減するためには透過帯域の狭い光 BPF を用いて

帯域外の ASE を除去することが有効であるが，一方で過度に帯域を狭窄化する場合，

信号に要求される波長精度が高まりトランシーバコストの増大につながる懸念がある．

光BPFとして帯域幅の異なる 3種類（course WDM (CWDM, 帯域幅 20nm), LAN-WDM(帯

域幅 3nm), dense WDM(DWDM, 帯域幅 60GHz)）の活用を想定し，それぞれに対する特

性を評価した．今回用いる 10GE-PON PR30 クラスではアクセス区間としてロスバジェ
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ット 29 dB，ONU の送信パワー4 dBm が規定されており[19]，その場合トランク区間入

力 Pin は-25 dBm となる．したがって局舎削減シナリオに沿ってアクセス区間に 29 dB

のロスバジェットを割り当てることを前提とする場合，Pin = -25 dBm においてどこまで

トランク区間を伸ばせるかを明らかにする必要がある．そこで Pin に対する最大伝送距

離を検証した． 

 

 

図 2-5 シミュレーション構成 

 

 

表 2-1  計算諸元  
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2-6-2 シミュレーション結果 

トランク区間距離に対する forward error correction (FEC)リミット（BER=10-3）となる

トランク区間の入力光強度 Pin を図 2-6 に示す． (i)w/o ラマン増幅， (ii)w/ ラマン増

幅，それぞれに対して 3 つの光 BPF 種別(CDCM, LAN-WDM, DWDM)を想定した計 6 つ

のケースについての計算結果を示している．計算結果より，トランク区間入力光強度が

高いほどトランク区間に許容される損失が増え，エラーフリー伝送可能な伝送距離が増

えることがわかる．ONU の最小送信光強度を 4 dBm，アクセス区間損失を 29 dB とす

るとトランク区間入力光強度 Pin は-25 dBm である．トランク区間入力 Pin -25 dBm にお

いてラマン増幅なしのケース 1-3(DWDM, LAN-WDM, DWDM)にて実現可能なトランク

区間の伝送距離はそれぞれ 12.8 km,19.5 km , 23.4 km であった．アクセス区間 10 km を

含めるとそれぞれトータル 22.8 km, 29.5 km, 33.4 km の伝送が可能な見込みである．一

方，ラマン増幅を用いるケース 4-6（CWDM, LAN-WDM, DWDM）においてトランク区

間の最大伝送距離は 30.6 km, 37.6 km, 42.0 km であり，アクセス区間 10 km を含めると

40.6 km, 47.6 km, 52 km であった．計算結果より，ラマン増幅あり・なしともに光 BPF

の帯域幅を狭窄化するほど伝送距離の拡大効果が大きく，DWDM フィルタを用いた場

合に最大の伝送距離を達成可能である．光 BPF 種別 CWDM，LAN-WDM，DWDM それ

ぞれに対するラマン増幅を用いることによる伝送距離拡大効果は 17.8 km，18.1 km，18.6 

km であった．これは光 BPF の狭窄化により受信特性が改善しトランク区間長が延びる

ことでラマン利得が増大するためである． 
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図 2-6 トランク区間長に対するエラーフリーとなる入力光強度の変化 
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2-7 実験 

2-6-2 節のシミュレーション結果の妥当性を示すため伝送実験を⾏った．今回は LAN-

WDM 用光 BPF(帯域幅 3 nm)を用い検証した(ケース 2, 5)．実験系を図 2-7 に示す． ONU

の送信光強度と消光比はそれぞれ 4.9 dBm，6.6 dB，OLT の受信感度は-28.3 dBm であっ

た．ONU から送信された上り信号は 10 km のアクセス区間のファイバを通過した後，

スプリッタ損失を模擬した VOA，トランク区間，SOA を通過し，最終的に OLT の受信

器に入る．ラマン増幅なし・なし((i)w/o ラマン増幅，(ii) w/ ラマン増幅)構成における

トランク区間としてそれぞれ 17 km と 37 km のファイバを用いた．ラマン増幅あり構

成ではトランク区間に対して励起光を送信する．ラマン励起光は 1205 nm の量子ドット

ファブリペローレーザ 2 台を偏波ビームスプリッタにて多重化することで生成した．上

り信号波長 1270 nm およびラマン励起光波長 1205 nm のファイバ損失はそれぞれ 0.39 

dB/km と 0.47 dB/km であった．各 WDM フィルタの損失は前節のシミュレーションと

同じである．上り信号としてネットワークアナライザで生成したイーサネットフレーム

を ONU から送信し，符号誤り率を測定した．本章では伝送距離拡大が難しい上り伝送

のみを評価するが，検証で用いた 10G-EPON 装置では下り信号が導通していなければ

上り信号を送信しない仕様となっている．そのため下り信号を直接 ONU に接続する構

成にて検証を⾏った． 

2-7-1 O 帯ラマン増幅特性 

これまで C 帯の分布ラマン増幅の特性については多数報告されているが，O 帯にお

ける特性はほとんど報告されていない．そこでまず本究で用いた O 帯分布ラマン増幅

の特性について説明する．図 2-8 に励起光として用いた 2 台のファブリペロレーザの光

スペクトルを示す．ラマン増幅では線幅の広いファブリペロレーザを用いることでブリ

ルアン散乱を抑制する．これにより高い強度の励起光をファイバ内に送信することが可

能になり，より大きな利得を得ることができる．図 2-9 はファブリペロレーザの注入電

流に対するラマン励起光の光強度（WDM1 直後）を示す．今回用いたレーザでは 2 台

の光源を合わせて最大 700 mW の出力を実現可能である．今回はアイセーフティ基準ク

ラス 3B である 500 mW を励起光強度に設定した．図 2-10 にラマン増幅区間 38 km にお

いて測定したラマン利得のスペクトルを示す．1275 nm 付近にラマン利得のピークが得

られた．図 2-11 は励起光強度に対するラマン利得を示す．励起光強度に対して線形に

利得が増加し，ラマン増幅区間の増加とともに利得が増大することがわかる．図 2-12 は

ラマン増幅区間長に対するラマン利得の測定結果を示す．また参考までに前節の数値シ

ミュレーションで用いた VPI の計算結果を示す．測定結果と VPI の計算結果は一致し

ており，また利得は伝送距離に対して飽和し 30 km 当たりで頭打ちになることがわか
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る．飽和利得として 12.3 dB が得られた． 

 

 

 

図 2-7 実験構成 

 

 

図 2-8 ラマン励起光の光スペクトル 
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図 2-9 注入電流に対するラマン励起光の出力光強度 

 

 

図 2-10  ラマン利得  
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図 2-11 ラマン利得の励起光強度依存性 

 

 

図 2-12  ラマン利得の伝送距離依存性 

 

  

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0 100 200 300 400 500 600 700

38km

30km

10km

励起光強度 [mW]

ラ
マ

ン
利
得

[d
B

]

0

2

4

6

8

10

12

14

0 10 20 30 40

Measured

Calculated

ラ
マ

ン
利

得
[d

B
]

ラマン増幅区間長 [km]

測定結果

計算結果



 34 

2-7-2 実験結果 

図 2-13 にトランク区間の入力光強度 Pin に対する符号誤り率の測定結果（FEC 後）を

示す．10G-EPON PR30 クラスの規定より送信光強度を 4 dBm とすると, アクセス区間

損失 29 dB を確保するためにはトランク区間の入力光強度-25 dBm にてエラーフリー

(FEC 後の符号誤り率 10-12)を達成する必要がある．図 2-13 より，エラーフリー(BER=10-

12)を達成可能なトランク区間入力光強度 Pinの値はケース 2, 5 においてそれぞれ-25 dBm, 

-25.1 dBm であり，-25 dBm を下回ることから双方ともに要件を満たすことがわかる．

よって損失 29 dB のアクセス区間を収容する構成において SOA を用いることで 17 km,

さらに分布ラマン増幅を用いることで 37 km までのトランク区間を追加で伝送可能で

ある．ONU 送信光強度を 4 dBm と想定し，図 2-13 の横軸を伝送路損失に変更したグラ

フを図 2-14 に示す．ケース 2 において，トランク区間ファイバ 17 km（損失 6.6 dB）と

29 dB のアクセス区間損失を合わせてトータルロスバジェット 35.6 dB を達成した．一

方ケース 5 では，トランク区間ファイバ 37 km (損失 14.4 dB)とアクセス区間損失 29.1 

dB を合わせてトータルロスバジェット 43.5 dB を達成した．以上よりアクティブ装置

を局舎側に集約する経済的な構成にて光増幅に SOA と分布ラマン増幅を用いることで

アクセス区間損失 29 dB を確保しつつ，ロスバジェット 43.5 dB を達成した．提案構成

を用いることでトランク区間を 37 km 拡大可能な見込みである． 

2-8 結論 

本章では，分布ラマン増幅技術に基づく 10G-EPON システムの伝送距離拡大を検討

した．駆けつけ保守稼働を削減するためには局側に光増幅器を配置し，無中継で伝送距

離を拡大することが重要であるが，前置光増幅となる上りの OSNR 劣化が課題である．

そこで局側に配置しつつ，低雑音な光増幅が期待できる分布ラマン増幅の活用を検討し

た．OLT 側からトランク区間に入射されたラマン励起光は，トランク区間の伝送中に上

り信号を増幅する．本章ではアクセス区間が PON で規定される損失を持つことを前提

に追加伝送可能なトランク区間長を検証した．実施検証の結果，前置光増幅として SOA

と分布ラマン増幅を用いることで 10G-EPON PR30 クラスで規定される 29 dB のアクセ

スロスバジェットを保ちつつ，トランク区間として 37 km の追加伝送が可能であること

を実験にて示した． 
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図 2-13  ファイバ入力光強度 Pin に対する符号誤り率特性 

 

 

図 2-14  伝送路損失に対する符号誤り率特性 
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第３章 バス型ネットワークの伝送距離/収容ユーザ数拡大 

3-1 はじめに 

2 章では FTTH の駆けつけ保守稼働削減に向けて PON システム[1-3]の伝送距離拡大

を検討した．FTTH ではスター型トポロジの伝送路構成にて一般住宅への高速光アクセ

スサービスを提供している．一方，鉄道や幹線道路沿いなど，広範囲に点在する端末の

収容に向けてバス型トポロジの光アクセスが提案されている[4-6]．広範囲に分布するユ

ーザの収容においてバス型トポロジは伝送路長を削減する効果が期待されるが，一方で

伝送路には多数のドロップ点（スプリッタ）が挿入されることからロスバジェットの制

約があり，結果として収容可能なユーザの範囲が制限される．本章では，第 2 章で検討

した分布ラマン増幅[7,8]を活用した無中継伝送距離拡大技術を用い，バス型ネットワー

クの伝送距離拡大を検討する． 

3-2 提案するバス型光アクセスネットワークの構成 

図 3-1 に提案するバス型光アクセスネットワークの構成を示す．ユーザは遠方に伸び

る 1 本の幹線ファイバ沿いに一様に分布し，局舎と P2MP のバス型トポロジで接続され

る．本検討では P2MP の収容に PON システムの活用を想定し，ユーザ側には ONU，局

舎側には OLT を配置する．近接する ONU 同士はブランチというグループを形成し，光

スプリッタにて束ねられ，ドロップ点にて幹線ファイバに接続される．ドロップ間隔を

A，同一の幹線ファイバに収容されるブランチの総数を N とする．ONU からドロップ

点までをアクセス区間とし，隣接ブランチの ONU 同士が重ならないようアクセス区間

の最大伝送距離は A/2 とする．本章では 2 章と同様に OLT 直下に光増幅装置を配置す

ることによる伝送距離拡大/収容ユーザ数拡大を検討する．光増幅装置には下り増幅用

のブースターアンプ，上り増幅用の前置光増幅器およびラマン増幅用光源が配置される．

ラマン増幅用光源から送信された励起光は幹線ファイバ内を伝搬し，上り信号を増幅す

る．  

バス型ネットワーク構成では基本的に OLT から遠いブランチほど ONU-OLT 間のフ

ァイバ長が長く，また通過するドロップ点が大きいため幹線区間で受ける損失が大きい．

その結果，アクセス区間の光スプリッタにおける分岐に割ける許容損失(ロスバジェッ

ト)が低下し，収容ユーザ数は減少する．一方でユーザが幹線ファイバの長手方向に対

して一様に分布する場合を想定すると，各ブランチは同じ数のユーザ端末を収容するこ

とになる．よって総収容ユーザ数は各ブランチの中で最も収容ユーザ数の少ないブラン

チに律速される．つまり同一の幹線ファイバに接続されるバス型ネットワークの総収容

ユーザ数を拡大するためには，各ブランチの中で最も収容ユーザ数の少ないブランチに

着目し，その収容ユーザ数を拡大することが重要である．各ブランチの収容ユーザ数は
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アクセス区間のスプリッタ箇所に割り当て可能なロスバジェット Lsplitterによって決定さ

れる．Lsplitter が大きいほど分岐数の大きな光スプリッタを挿入することが可能となり，

収容ユーザ数を拡大できる．このときアクセス区間ロスバジェット Lsplitterは，ONU-OLT

間のロスバジェットから幹線ファイバ区間の損失を除いた値である．よってアクセス区

間ロスバジェットを評価することは幹線区間損失を評価することに置き換えて考える

ことができる．幹線区間の損失は，ファイバの伝搬損失とドロップ点通過による損失で

あり，前者はユーザ位置によって決まるものであるが，後者はドロップ点の分岐比率に

依存し，最適化の余地がある．そこで本章ではドロップ点として透過率がポートによっ

て異なる不等分岐光スプリッタ[9-10]を活用し，その分岐比率 x を最適化することを検

討する．総収容ユーザ数の最大化に向けてはブランチ毎に異なる最適な分岐比 x のドロ

ップ点を用いることが望ましいがスプリッタの多品種化はデバイスや管理のコスト増

大を招く．本章では同じ分岐比率のドロップ点をすべての位置に配置することを想定し，

伝送距離・収容ユーザ数の拡大を検討した． 

 

 
 

 

図 3-1 提案するバス型光アクセスネットワークの構成 
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3-3 提案構成における最適ドロップ比率 

提案のバス型光アクセスネットワークではドロップ間隔 A と総ブランチ数 N の組み

合わせに応じて収容ユーザ数を最大化する最適なドロップ比率 x が存在する．ここでは

それらの関係性について説明する．前節で述べたように，ユーザが一様に分布すること

を考えると総収容ユーザ数は最もユーザ数の少ない，つまりアクセス区間ロスバジェッ

ト Lsplitter が最小のブランチに律速される．また，Lsplitter は幹線区間の損失が大きいほど

小さくなる．つまり，総収容ユーザ数を最大化するためには各ブランチの中から収容ユ

ーザ数を決定づける幹線区間損失が最大のブランチを探し出し，そのアクセス区間ロス

バジェット Lsplitterを最大化するようにパラメータを設計することが必要になる．ここで

は幹線区間損失の考え方と，最適ドロップ比率の算出方法について説明する． 

図 3-2(a)は総ブランチ数 N=4 のバス型光アクセスの幹線区間のモデルを示す．図 3-

2(b)は OLT から数えて 3 番目のブランチ(n=3)に対する上り信号の幹線区間の伝送損失

を示す．説明の簡単化のため，まず分布ラマン増幅を用いない場合について説明する．

ここでドロップ点におけるアクセスファイバ方向の損失 Ldrop-access およびトランクファ

イバ方向の損失を Ldrop-trunkは以下であらわされる． 

𝐿𝑑𝑟𝑜𝑝−𝑎𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠 = 10log10(1 − 𝑥)                         (1) 

𝐿𝑑𝑟𝑜𝑝−𝑡𝑟𝑢𝑛𝑘 = 10log10(𝑥)                           (2) 

ドロップ点に到達した上り信号は幹線ファイバ合波時に Ldrop-access のドロップ損失を受

け OLT にむけて幹線ファイバを伝送するが，その過程で他のブランチのドロップ点を

通過するたびに Ldrop-trunk の損失を受ける．図 3-2(c)はラマン増幅を考慮した場合の 3 番

目のブランチに対する幹線区間の損失を示す．比較のためにラマン増幅なしの場合の損

失も破線で示している．ラマン増幅を用いる場合，ラマン励起光が OLT 側から幹線区

間に送信され，上り信号は幹線区間を伝搬中に増幅されるため，OLT の受信器到達時に

おける正味の損失（ファイバ損失＋ドロップ損失-ラマン利得）は減少する．以上に基づ

き，総収容ユーザ数を決定づける幹線区間損失が最大となるブランチを導出する．結論

から言うと幹線区間損失が最大となるのは OLT 側から数えて 1 番目(Case1)，N-1 番目

(Case2)，N 番目(Case3)のブランチのいずれかとなる．以下それぞれのケースについて説

明する． 

 

幹線区間損失が最大となるブランチ 

Case1: １番目のブランチ 

図 3-2(d)は 1 番目のブランチの幹線区間損失が最も大きい場合の例を示す．OLT から

遠いブランチほどラマン増幅の区間が拡大するため利得は増大し，OLT の受信端にお

ける上り信号の損失は減少する．ただし，OLT から一定以上離れるとラマン利得よりも
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幹線区間の伝搬損失が上回り，正味の損失は増加する．図 3-2(d)はラマン利得の増加量

が伝搬損失を上回るケースを示しており，遠方に⾏くほど損失が減少する．これは最遠

ブランチまでの長さが比較的短く，かつドロップ比率 x が比較的大きい場合に起こり得

る．ドロップ比率 x が大きいためアクセス方向のドロップ損失 Ldrop-accessを受ける 1-3 番

目のブランチの損失が大きいのに対して 4 番目の最終ブランチは損失がなくむしろ増

幅されて OLT に届く．この場合，遠方のブランチになるほど損失が減少するため，1 番

目のブランチの正味の損失が最も大きくなる． 

Case2: N-1 番目のブランチ， Case3: N 番目のブランチ 

図 3-2(e),(f)はそれぞれ N-1 番目と N 番目，つまり OLT から見て最遠とその 1 つ前の

ブランチに対する幹線区間損失が最大となるケースを示す．これは幹線区間長の増加に

よる伝送路損失の増加量がラマン利得の増加量を上回るケースであり，基本的には遠方

のブランチほど損失が増大する．ただし最遠の N 番目と，１つ前の N-1 番目に限って

は逆転する可能性がある．理由を以下に述べる．N-1 番目と N 番目のブランチの上り信

号伝送においては，最遠のドロップ点（N-1 番目のブランチに位置するドロップ点）を

通過した後に受ける幹線区間損失は共通である．したがって双方の幹線区間のうちどち

らが大きいかを検討するためには当該ドロップ点通過までの損失の差を比較する必要

がある．N-1 番目のブランチの上り信号がドロップ点を通過し幹線区間に入るまでに受

ける損失は LN-1=Ldrop-access である(i)．一方，ドロップ間隔 A に対するファイバ伝送損失

を LA とすると，N 番目のブランチの上り信号が当該地点まで伝送する際には LN= Ldrop-

trunk +LA の損失を受ける(ii)．このとき，LN-1 と LNのどちらが最大となるかは分岐比率 x

の値で決まる．図 3-2(e)は LN-1 が LNに対して大きい場合を示す．その場合，N-1 番目の

ブランチの損失が最大となる．一方，図3-2(f)は逆にLNの方が大きい場合を示しており，

この場合 N 番目のブランチの損失が最大となる．以上のように損失が最大となるブラ

ンチは 1 番目, N-1 番, N 番目のいずれかである．それぞれに着目して最適ドロップ比率

を導出する．実際にロスバジェットを評価するためには 3 つそれぞれのブランチに対す

る幹線区間損失の値を導出し比較する必要がある．まずラマン増幅なしの場合，n 番目

のブランチに対する幹線区間損失LOSSn(𝑥)は以下の式であらわされる． 

LOSSn(x) = 𝐿𝑓𝑖𝑏𝑒𝑟 + 𝐿𝑑𝑟𝑜𝑝                         (3) 

𝐿𝑓𝑖𝑏𝑒𝑟 = 10𝐴𝛼𝑠𝑖𝑔(n − 0.5)log10e                       (4)                

𝐿𝑑𝑟𝑜𝑝 = {
−(n − 1)10log10𝑥 − 10log10(1 − 𝑥), n < 𝑁

−(n − 1)10log10𝑥, n = 𝑁                                   
            (5) 

Lfiberはファイバ損失，Ldrop は通過するドロップ損失の累積値である．また exp(-αsig A)は

ファイバ長 A に対する上り信号の伝搬損失を示す．ラマン増幅なしの構成では利得が

生じないため，1 番目のブランチの損失が最大となることはなく，損失が最大となるブ
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ランチは N 番目と N-1 番目のうちどちらかである．例として(A=7 km, N=3)と(A=2 km, 

N=6)の 2 つのケースにおけるドロップ比率 x に対する幹線区間損失 LOSSn(x)を図 3-3(a)

と(b)にそれぞれ示す． N 番目，N-１番目のうち，損失が上回るブランチの幹線区間損

失 Lmaxを破線で示す．このとき，Lmaxが総収容ユーザ数を決定づけるブランチの損失で

あり，ドロップ比率 x によって幹線区間が最大となるブランチが変化する．収容ユーザ

数の拡大に向けては，Lmaxを最小化し，アクセス区間に割り当て可能なロスバジェット

を最大化することが重要である．図 3-3(a)では N 番目と N-1 番目の交点にて最小の Lmax

が得られる．この時の最適なドロップ比率を Xopt1とする．一方，図 3-3(b)では N-1 のカ

ーブ上で最小の Lmax が得られる．この時の最適なドロップ比率を Xopt2 とする．このよ

うに最大の収容ユーザ数実現するドロップ比率には 2 つのケースが存在する．これら

Xopt1, Xopt2 が示す状態について，詳細を以下に述べる．前述のとおり OLT から最遠のド

ロップ点までの経路は N 番目と N-1 番目で共通であり，双方のブランチに対する幹線

区間損失の差は LN-1 と LN の差である．N が比較的小さく，最遠ドロップ点以降の損失

(LN-1 と LN)が⽀配的な場合，双方が一致する場合にバランスがとれ，損失が最小となる．

この条件が Xopt1 である．一方，総ブランチ数 N が比較的大きい場合，最遠ドロップ点

以降の損失(LN-1と LN)よりも N 番目や N-1 番目に対する累積するドロップ損失 Ldropが⽀

配的になる．この場合，ドロップ比率を Xopt1 よりも増大させると N-1 番目と N 番目は

一致しなくなるが，より⽀配的な累積する幹線ファイバ方向のドロップ損失を低減でき

るため，全体の幹線区間損失が減少する．この条件が Xopt2 である． 

ここまでラマン増幅なし構成について議論した．対するラマン増幅あり構成における

n 番目のブランチに対する幹線区間損失 LOSSn(x)は以下で与えられる． 

LOSSn(𝑥) = 𝐿𝑓𝑖𝑏𝑒𝑟 + 𝐿𝑑𝑟𝑜𝑝 − 𝐺                         (6) 

𝐺 = 10𝐶𝑅𝑃0
′ × (

1−e−𝛼𝑝𝐴

𝛼𝑝

1−(𝑥e−𝛼𝑝𝐴)n

1−𝑥e−𝛼𝑝𝐴 −
1−e−0.5𝛼𝑝𝐴

𝛼𝑝
) log10e              (7) 

𝑃0
′ = 𝑃0e0.5𝛼𝑝𝐴                               (8) 

G はラマン利得，CR は励起光と信号光の相対的な偏波状態がランダム化された場合の

ラマン利得係数[8]，P0 は励起光パワー，exp(-αp A)はラマン励起光が A の区間長を伝搬

した際に受けるファイバ損失である．前述のとおり分布ラマン増幅を用いる構成におい

ては，N-1 番目，N 番目に加えて１番目のブランチの幹線区間損失が最大となる可能性

がある．A=7 km, N=3 の場合の 1, N-1, N 番目それぞれの幹線区間損失を図 3-3(c)に示す．

損失が負のエリアはラマン利得が伝送損失よりも大きいことを示している．ラマン増幅

ありの場合もまた，Lmaxが最小になる点から最適ドロップ比率を導出できる． 

前述の議論に基づき Lmaxから導出したラマン増幅あり・なし，それぞれの構成に対す

る最適ドロップ比率を図 3-4(a)と(b)に示す．ここでは 2 章と同様に 10G-EPON(上り波

長 1270 nm) [11,12]の活用を想定して計算を⾏った．計算に用いたパラメータを表 3-1 に
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示す．計算結果より，ラマン増幅あり・なし，いずれの構成においてもブランチ数が増

大するにつれて最適ドロップ比率が増加することがわかる．これはブランチ数が増加す

るにつれて⽀配的になる幹線ファイバ方向のドロップ損失が分岐比率 x を増加させる

ことにより低減できるためである． 
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図 3-2 幹線区間損失 
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(a) N=3，A=7km 

 

(b) N=6，A=2km 

 

(c)N=3，A=7km 

図 3-3 ドロップ比率 x に対する幹線区間損失 
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(a) 

 
 

(b)  

図 3-4 ドロップ間隔 A，総ブランチ数 N に対する最適ドロップ比率 

(a)ラマン増幅なし, (b)ラマン増幅あり. 

 

ド
ロ

ッ
プ
間
隔

A
[k

m
] 

総ブランチ数 N

2 3 4 5 6 7 8 9 101

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

最適ドロップ比率
0.95

0.9

0.85

0.8

0.75

0.7

0.65

0.6

0.55

0.5

w/o 

ラマン増幅

0.5 0.90.7 0.8

0.6

総ブランチ数 N

2 3 4 5 6 7 8 9 101

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0.95

0.9

0.85

0.8

0.75

0.7

0.65

0.6

0.55

0.5

ド
ロ

ッ
プ

間
隔

A
[k

m
] 

最適ドロップ比率

w/ 

ラマン増幅

0.5 0.90.7 0.8

0.6



 47 

表 3-1 計算諸元 

 

  

𝑃0  0.5 W 

g @1205 nm pump 3.60465×10-14 m/W 

𝛼𝑝 @1205 nm (0.47 dB/km) 1.082×10-4 

𝛼𝑠𝑖𝑔 @1270 nm (0.4 dB/km) 9.26×10-5 

𝐴𝑒𝑓𝑓 @1205 nm 58.17×10-12 m2 

  

 

 

3-4 数値シミュレーション 

前節では幹線区間損失最小化の観点から収容ユーザ数を最大化する最適なドロップ

比率を導出した．最適ドロップ比率を用いた場合に達成できる最大収容ユーザ数を評価

するため，数値シミュレーションを実施した．図 3-5 に構成を示す．4 章と同様に 10G-

EPON の ONU/OLT の活用を想定し，上り信号伝送特性を検証した．光信号伝搬の計算

には市販の伝送シミュレータである VPI transmission maker[13]を用いた．ONU から送信

された 10 Gbit/s の上り信号は，まずアクセス区間にて A/2 km のファイバとスプリッタ

損失を模擬した VOA を通過し，ドロップ点を介して幹線ファイバに入る．幹線ファイ

バではファイバやドロップ点の損失を受けながら伝搬し，最終的に SOA[14]，ASE 除去

用光 BPF(帯域幅 3 nm)を経て OLT の受信器に入る．ラマン増幅にむけては 1205 nm，

500 mW の励起光を局側から幹線ファイバに対して送信する．そのほかのパラメータは

次章の実験系の値を用いた．用いたパラメータを表 3-2 に示す．SOA やラマン増幅によ

る改善効果を明らかにするため，3 つのケース(i)光増幅なし(w/o 光増幅)，(ii)SOA のみ

(w/ SOA)，(iii) SOA+ラマン増幅 (w/ SOA+ラマン増幅)を想定し，それぞれに対して特性

を計算した．ここで SOA や分布ラマン増幅を用いるにあたって挿入する WDM フィル

タは損失をもたらすが，ケース(i)の場合は不要である．公平性の観点から，ケース(ii)で

は WDM1/2 を除去し，ケース(i)ではさらに WDM3 と光 BPF を除去してシミュレーシ

ョンを⾏った．アクセス区間のスプリッタを模擬した VOA の出力直後の上り信号光強

度を Pin と定義する（図 3-5）．また，符号誤りが生じずエラーフリーとなる最小の Pin を

Pmin とする．このときアクセス区間のスプリッタに許容されるロスバジェット Lsplitter は

次式であらわされる． 

𝐿𝑠𝑝𝑙𝑖𝑡𝑡𝑒𝑟 = 𝑃𝑇𝑥 + 𝐿𝑎𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠 𝑓𝑖𝑏𝑒𝑟 + 𝑃𝑚𝑖𝑛                       (9) 

PTx は ONU 出力，Laccess fiber は A/2 のアクセスファイバ伝搬損失である．1:2 スプリッタ
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の損失を 3.5 dB (過剰損失 0.5 dB)とすると最大のスプリッタ段数 S は以下である． 

𝑆 = floor(𝐿𝑠𝑝𝑙𝑖𝑡𝑡𝑒𝑟/3.5)                            (10) 

floor は負方向の丸め込み演算である．2 分岐のスプリッタが S 段接続される場合のブラ

ンチ当たりのユーザ数は 2Sとなる．「構成(i) 光増幅なし(w/o 光増幅)」におけるブラン

チ数 N とドロップ間隔 A に対する Lsplitterの計算結果を図 3-6(a)示す．ここでは前節の議

論に基づき全ブランチのうち最も損失が大きいブランチに着目した場合の Lsplitterを示し

ている．また前節で導出した最適ドロップ比率 x（図 3-4(a)）を用いている．計算結果

よりドロップ間隔 A やブランチ数 N が増加するにつれて幹線区間の伝送損失が増大す

るため，アクセス区間のスプリッタに割り当てられるロスバジェット Lsplitterは減少する

ことがわかる．例えば CaseX (A=10， N=3)において Lsplitterは 17.1 dB であり，この場合

(10)より S=4 であり，ブランチ当たりの収容ユーザ数は 24=16 である．また総ブランチ

数 N=3 であるから総収容ユーザ数は 16×3=48 である．「構成(ii) SOA のみ(w/ SOA)」に

おけるロスバジェット Lsplitter の計算結果を図 3-6(b)に示す．ここでも前節で導出した最

適ドロップ比率(図 3-4(b))を用いている．図 3-6(a)と(b)の比較より，SOA を用いること

で例えば CaseX においては正味 4.6 dB の改善効果があり，21.7 dB のロスバジェット

Lsplitter を達成した．このとき，総収容ユーザ数は 192 である．「構成(iii) SOA+ラマン増

幅(w/ SOA+ラマン増幅)」における Lsplitterの計算結果を図 3-6(c)に示す．最適ドロップ比

率としては図 3-4(b)の計算結果を用いている．この時のラマン利得を図 3-7 に示す．ド

ロップ間隔 A やブランチ数 N が増大するにつれてラマン励起光と信号光が相互作用す

る幹線区間のファイバ長が増えるため，利得も増加する．図 3-6(b)と(c)の比較より，ラ

マン増幅の適用により正味 4 dB の改善効果があり，25.7 dB のロスバジェット Lsplitterを

達成可能な見込みであることを明らかにした．このときの総収容ユーザ数は 384 であ

る．以上より SOA とラマン増幅を用いる構成(iii)では，光増幅なしの場合に比べてアク

セス区間の分岐に割り当てられるロスバジェット Lsplitter を 17.1 dB (総ユーザ数 48)から

25.7 dB(総ユーザ数 384)まで拡大可能な見込みである． 

ここまで，式(3)，(6)から導出した最適ドロップ比率（図 3-4(a),(b)）を用いてロスバ

ジェットの検証を⾏ってきた．この手法は簡易に最適ドロップ比率を導出する観点で有

用だが，SOA やラマン増幅適用時に発生する ASE による受信感度劣化の影響を考慮で

きていないことに注意が必要である．そこで続いて ASE の影響を考慮した場合の最適

ドロップ比率を伝送シミュレーションによる総当たり計算から求め，特性の差を評価し

た．総当たり計算から導出した最適ドロップ比率および，その場合に実現できるアクセ

ス区間のロスバジェット Lsplitter を図 3-8 と 3-6(d)に示す．図 3-4(b)と図 3-8 の比較より，

ラマン利得の多いエリアでは双方の間にわずかな差が生じるが，図 3-6(c)(d)の比較より

ロスバジェット Lsplitterの値にはほとんど差がないことがわかる．以上より，本章で提案

した式(6)に基づくシンプルな手法に基づいて最適ドロップ比率を設定する場合，手間
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のかかる伝送シミュレーションに基づく場合と同等の最大ロスバジェットを求められ

ることを明らかにした． 

 

 

図 3-5  シミュレーション構成 

 

表 3-2  計算諸元 

 

  

ONU 送信光強度 4 dBm 

ファイバ損失@ 1270 nm (上り波長) 0.4 dB / km 

ファイバ損失@ 1205 nm (励起光波長) 0.47 dB/ km 

上り信号の消光比 6.6 dB 

SOA の雑音指数 7.6 dB 

SOA の利得 16 dB 

BPF の透過帯域 3 nm 

励起光波長 1205 nm 

励起光強度 P0 (WDM 2 直後) 0.5 W 

OLT 最小受信感度 -28.3 dBm 

WDM1 の損失 @1270 nm 0.8 dB 

WDM2 の損失 @1270 nm 1.3 dB 

WDM3 の損失 @1270 nm 0.6 dB 

BPF の損失 @1270 nm 1.2 dB 
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図 3-6 分岐許容損失 Lsplitter 
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図 3-7 ドロップ間隔 A，総ブランチ数 N に対するラマン利得 

 

図 3-8 総当たり計算から導出したドロップ間隔 A，総ブランチ数 N 

に対する最適ドロップ比率 
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3-5 実験 

数値シミュレーションの妥当性を確認するため， CaseX (N=3, A=10 km)にて実機検証

を⾏った．図 3-9 に実験構成を示す．SOA の利得と雑音指数は 16.1 dB と 7.6dB，ONU

の消光比と OLT の受信感度はそれぞれ 6.6 dB と-28.3 dBm であった．上り信号波長 1270 

nm におけるファイバ伝搬損失は 0.4 dB/km である．その他のパラメータは前節のシミ

ュレーションと同じである．ドロップ比率は図3-4(b)の計算結果に基づきx=0.7とした．

このとき幹線ファイバ方向の透過損失 Ldrop-trunkは 1.5 dB，アクセスファイバ方向の透過

損失 Ldrop-access は 5.2 dB である．実験では，これらのドロップ損失を模擬した光減衰器

を伝送路に配置し，各ブランチに対するアクセス区間のロスバジェット Lsplitterを測定し

た．ただしドロップ点を光減衰器にて模擬する場合，ブランチ 1 と 2 の測定では当該ブ

ランチのドロップ点より OLT から見て遠い位置に存在すべき幹線ファイバが接続され

ないため，そこで発生し雑音源となるするはずの ASE を模擬できない．そこで ASE 源

として Praseodymium doped fiber optical amplifier (PDFA)[15]を用いて不足する ASE を重

畳した．図 3-10 はラマン増幅時に OLT の受信器で観測された ASE のスペクトルを示

す．元のブランチ 1 の ASE レベル (w/o ASE ローディング) はブランチ 3 より小さいこ

とがわかる．そこでブランチ 3 の ASE レベルと一致するよう ASE を重畳した（w/ ASE

ローディング）．ブランチ 2 についても同様に ASE を重畳した．図 3-11 は伝送距離に

対するラマン利得の測定結果を示す．破線は P2P 構成（ドロップ点が挿入されない）に

おける計算結果を示す．緑と赤のプロットはそれぞれCase Xにおける計算結果（3-4節）

と測定結果を示す．ブランチ 1-3 における測定利得はそれぞれ 5.1 dB, 8.5 dB, 9.3 dB で

あった．このようにバス型ネットワークではドロップ点通過時に励起光が減衰するため，

ラマン利得は P2P に比べて減少する．ドロップ点の挿入によるラマン増幅利得の減少

は最も遠いブランチ 3 で 2.4 dB であった．図 3-12 にアクセス区間のスプリッタ箇所の

損失 L’splitter に対するブランチ 1-3 の BER の測定結果を示す．L’splitter は以下の式であら

わされる． 

𝐿′𝑠𝑝𝑙𝑖𝑡𝑡𝑒𝑟 = 𝑃𝑇𝑥 + 𝐿𝑎𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠 𝑓𝑖𝑏𝑒𝑟 + 𝑃𝑖𝑛                (11) 

PTxは 4 dBm,アクセスファイバ損失 Laccess fiberは 2.0 dB (A/2=5 km)とした．エラーフリー

となる L’splitterが Lsplitterである．ブランチ 1-3 において Lsplitterはそれぞれ 28.0 dB, 25.9 dB, 

26.4 dB であった．これは数値シミュレーションの計算結果 28.1dB, 25.7 dB, 26.3 dB と

誤差 0.2 dB 以内の高い精度で一致しており，数値シミュレーション結果の妥当性を確

認することができた． 
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図 3-9 実験構成  
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図 3-10  各ブランチの ASE レベル 

 

 
 

図 3-11  伝送距離に対するラマン利得 
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図 3-12 アクセス区間損失 L’splitterに対する符号誤り率 
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3-6 パラメータ最適化 

ここまで総ブランチ数 N，ドロップ間隔 A に対してアクセス区間のロスバジェットを

最大化する最適なドロップ比率 x および，その場合の収容ユーザ数についての検証し

た．本節では，残るブランチ数 N とドロップ間隔 A の最適化について検討する．提案

する最適化手順は以下の 2 ステップからなる． 

手順１：収容ユーザ数が最大となる構成をピックアップ 

手順２：手順１で上げた候補のうち総ファイバ長の最も短い構成を選択 

以下，各手順の詳細について説明する． 

バス型光アクセスのネットワーク構成を図 3-13 に示す．ユーザ端末は D km の範囲

に一様に分布し，D=NA とする．N と D が決まると A は一意に決定される．総収容ユー

ザ数最大化にむけてユーザ分布範囲 D に対する総収容ユーザ数を計算した．3-3 節の議

論に基づき最適ドロップ比率を設定した場合の計算結果を図 3-14(a)に示す．N=1 以外

では，D が増えるにつれて幹線区間損失が増加するため，収容ユーザ数が減少すること

がわかる．一方 N=1 においてユーザ範囲が 0 から 3 km に増加した場合，ラマン利得が

ファイバ損失（幹線ファイバ＋アクセスファイバ）に対してわずかに上回るため，収容

ユーザが増加する．ユーザ範囲が 3 から 6 km に増加した場合もラマン利得がファイバ

損失を上回るが，ASE 雑音の影響も増えるため，収容ユーザ数は減少する．ユーザ範囲

D=9 km のとき，N=2 とすることで最大ユーザ数 1024 を達成可能である(手順 1)．一方

ユーザ範囲 D=15 km では N=3 のときに最大収容ユーザ数を達成する．このように収容

ユーザ数を最大化するNはユーザ範囲に応じて変化する．ユーザ範囲 D=21 kmの場合，

3 つのケース(N=1,2,4)にて最大の収容ユーザ数 512 を達成可能であるが，必要なファイ

バ長が短いほうがより経済的である．トータルファイバ長 Dtotalは次式で与えられる． 

𝐷𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = (𝑁 − 0.5)𝐴 + 𝐷𝑎𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠 𝑓𝑖𝑏𝑒𝑟                     (12) 

𝐷𝑎𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠 𝑓𝑖𝑏𝑒𝑟 = 2𝑁 ∑
𝐴

2𝑠 (𝑗 − 0.5)2𝑠−1

𝑗=1                      (13) 

Daccess fiber はアクセスファイバの総延長距離である．ユーザ範囲 D に対する総ファイバ

長 Dtotalを図 3-14(b)に示す．ユーザ数が一定であれば総ファイバ長はユーザ範囲 D の増

加とともに増加し，収容ユーザ数が減少するときに減少する．ユーザ範囲 D=21のとき，

N=1,2,4 の構成で最大のユーザを収容できるが，総ファイバ長の短い N=4 が有用である．

（手順 2）以上より，最適なネットワーク設計が可能となる．図 3-14(c)は提案の最適設

計手順 1 および 2 に基づいて算出したユーザ範囲 D に対する最適なブランチ数 N とド

ロップ間隔 A を示す．最適な N や A はユーザ分布 D によって異なるが，いずれのユー

ザ分布でも N < 1 であることがわかる．したがってユーザが一様に分布するネットワー

クにおいては従来のスター型(N=1)よりもバス型トポロジの方が総収容ユーザ数，総フ
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ァイバ長，ともに適していることを明らかにした．ここで例えば図 3-6(a)より，光増幅

なし，N=1，A=9 km の構成にてアクセス区間のロスバジェットは 28 dB であり，式(10)

より S=8，収容ユーザ数は 28=256 である．一方，提案構成において提案手順に基づきパ

ラメータを最適化する場合，図 3-14(a)よりユーザ 256 に対する収容範囲は 39 km であ

る．以上より例えば 256 ユーザ収容においては，提案手順に基づきパラメータを最適化

することで収容範囲を 9 km から 39 km まで拡大できる．  

3-7 結論 

本章では，鉄道や幹線道路沿いなどの広範囲に点在する端末の収容に向けて検討され

ているバス型光アクセスの伝送距離拡大にむけて，2 章で提案した分布ラマン増幅技術

の適用を検討した．バス型ネットワークはドロップ点を介して複数ブランチを収容する

構成によって総ファイバ長を抑制可能なトポロジであるが，分布ラマン増幅を適用する

場合にはドロップ用スプリッタ通過時の損失で励起光強度が低下し，利得が減少すると

いう課題がある．そこでドロップ点として一般的な等分岐(0.5 : 0.5)の光スプリッタの代

わりに分岐比率がポートによって異なる不等分岐光スプリッタ(x: 1-x)を活用する構成

を検討した．提案構成に基づくバス光アクセスネットワークでは，伝送路構成を決定づ

ける 3 つのパラメータ「ドロップ比率」，「ドロップ間隔」，「ブランチ数」によってロス

バジェットが複雑に変化する．収容ユーザ数および伝送距離を最大化するためこれらの

最適設計を検討した．結果，例えば長手方向に分布する 256 ユーザを収容する場合，最

適設計に基づく提案構成を適用することで最大伝送距離を 2 km から 30 km まで拡大す

ることが可能であることを明らかにした．  

 

 
 

図 3-13 想定するネットワークモデル 
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(c) 

 

図 3-14 ユーザ分布に対する特性変化,  

(a)総ユーザ数, (b)総ファイバ長, (c)最適パラメータ 
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第４章 ガウシアンノイズモデルに基づく伝送品質推定 

4-1 はじめに 

アクセス/メトロ融合オール光ネットワーク[1-4]では，従来コア/メトロに閉じていた

オール光伝送の区間をアクセスまで拡張し E2E の光直結パスを実現することで，ノー

ドにおける処理遅延や輻輳を回避し，大容量/低遅延ネットワークを提供可能である．サ

ービス提供料金の経済化に向けては安価な IMDD 方式を活用が有効であるが，伝送距

離を最大化するためにはパラメータを最適に設計する必要がある．学術レベルでは時間

をかけて設計を⾏うが，アクセス/メトロ融合オール光ネットワークではユーザの要求

に合わせた迅速な経路構築が求められるため，パラメータ設計に時間をかけることがで

きない．マージンを用いる場合は高速に経路設計できるが，その分伝送距離が制限され

る．本章では高速かつ高精度に最適なパラメータを算出し，最大伝送距離の光経路を構

築するシステムを検討し，その実現に必要な伝送品質推定としてガウシアンノイズモデ

ル[5-6]に基づく手法を提案する． 

4-2 伝送品質推定に基づくパラメータ最適化 

アクセス/メトロ融合オール光ネットワークの経済化に向けては光送受信にかかわる

部分に経済的なデバイスを用いることができる IMDD 方式の活用が期待されるが，デ

ジタルコヒーレント方式に比べて伝送距離拡大が課題である．近年は多様な波形歪補償

技術の導入により IMDD 方式の伝送距離は拡大しているが，光トランシーバのポテン

シャルを発揮し最大の伝送距離を実現するためには，伝送路や送信器，受信器の組み合

わせに応じてパラメータを最適設計することが必要である．学術レベルでは時間をかけ

て想定するトランシーバ種別・伝送路に最適なパラメータを探索できるが，アクセス/メ

トロ融合オール光ネットワークでは接続される多様なトランシーバ種別を考慮し，ユー

ザの要求に合わせて即座に経路を構築することが求められる．よって経済的な IMDD 方

式を広域のアクセス/メトロ融合オール光ネットワークに適用するためには迅速なパラ

メータ設計に基づき最大限の伝送距離を実現するシステムを構築することが重要であ

る．パラメータ最適化にむけたアプローチとして，例えば実網上で逐次パラメータを調

整し最適なものを探索することが考えられるが探索時間の増大を招く．また運用中のパ

ラメータの変更は既存ユーザの通信に影響を与える可能性がある．これを回避するため

には実網ではなく計算機上に再現した伝送路にて伝送品質（符号誤り率，信号対雑音比

など）を推定し，エラーフリーの条件を満たす最適なパラメータを算出することが考え

られる．伝送品質推定に基づく新規経路を構築のイメージを図 4-1 に示す．ここでは伝

送品質として符号誤り率を計算し，それに基づきユーザ A-B 間にエラーフリーとなる

新規経路を構築するケースについて考える．符号誤り率を決定づけるパラメータとして
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は，送信器，受信器，伝送路のパラメータなど様々なものが考えられる．パラメータの

組み合わせは多数存在することが想定されるが，説明簡単化のため，ユーザ A-B を接

続する経路のパラメータ候補が 2 つ(経路①，②)だけ存在する場合について考える．

Step1)まず，コントローラは伝送品質推定器に対して経路①②の送受信器，伝送路構成

の情報を渡し，それぞれの符号誤り率を問い合わせる．Step2) 伝送品質推定器は所定の

アルゴリズムで即座に経路①②の符号誤り率を計算し，コントローラに伝える．Step3) 

コントローラは計算結果を受けては符号誤りのない経路とそのパラメータを決定し，光

ノードを通じて実際の経路構築を⾏う．以上のように伝送品質推定手法によって符号誤

り率を計算することで高速にエラーフリーとなるパラメータを導出可能である．このよ

うなシステムの実現にむけて，本章では高速かつ高精度に符号誤り率を推定する伝送品

質推定技術を検討する．  

 
 

 

 

図 4-1  伝送品質推定に基づく経路構築 
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4-2 伝送シミュレーションに基づく伝送品質推定 

符号誤り率の計算にむけた一般的な手法として伝送シミュレーション(例えば VPI[7])

の活用が考えられる．想定するネットワーク構成と，その伝送シミュレーションの構成

を図 4-2(a)(b)に示す．伝送シミュレーションでは伝送路を構成する物理デバイス（送信

器，受信器，伝送路）を計算機上に再現し，送信側から順に光電界波形を計算していく

ことで最終的に受信波形を導出する．まず送信器ブロックでは送信器の変調方式，変調

信号，帯域を考慮した電界波形を生成し，伝送路ブロックに出力する．伝送路ブロック

では，ファイバ伝送で生じる波形歪みを考慮した出力波形を計算し出力する．受信器ブ

ロックでは入力される電界波形を二乗検波処理によって電気信号に変換し，雑音付与や

帯域制限などによって受信信号を再現し，clock data recovery (CDR)[8]，閾値判定，によ

って受信符号系列を取得する．最後に送信符号系列との比較から符号誤り率を算出する

ことができる． 

伝送シミュレータの伝送路ブロックでは，非線形シュレディンガー方程式に基づき伝

送後の波形を算出する．非線形シュレディンガー方程式は以下の式であらわされる． 

 
∂

∂z
𝐸(𝑧, 𝑡) = −j𝛽(𝑡)𝐸(𝑧, 𝑡) − 𝛼𝐸(𝑧, 𝑡) − j𝛾𝐸(𝑧, 𝑡)𝐸∗(𝑧, 𝑡)𝐸(𝑧, 𝑡)         (1) 

非線形シュレディンガー方程式の解として，ファイバ伝搬による線形/非線形の波形変

化(Eout_L, Eout_NL)は以下に導出される[10]． 

Eout_L (𝑓) = Ein(𝑓)exp (−𝑗2𝜋2𝛽2𝑓2𝐿)                    (2) 
 

Eout_NL (𝑡) = Ein(𝑡)exp (−𝑗𝛾|Ein( 𝑡 )|2𝐿)                   (3) 

 

式(2)より，線形波形劣化は周波数に対して 2 次の位相変化をもたらすことがわかる．こ

れは波長分散と呼ばれる波形劣化である．一方，式(3)より非線形波形劣化は時間領域に

おいて光強度に比例した位相変化をもたらすことがわかる．このように線形・非線形波

形劣化を独立に考える場合，式(2), (3)に基づきその波形変化を計算できる(図 4-3(a))．た

だし実際の光伝送ではこれらが相互作用しながら伝搬する．この相互作用を考慮した数

値計算手法として SSFM[9]が用いられる．図 4-3(b)に示すように，SSFM では長さ L の

伝送路を N 区間に分割し，微小区間ΔL ごとに線形・非線形の波形劣化の計算を繰り返

すことで伝搬時の相互作用を計算する．線形・非線形の波形劣化は式(2)(3)に基づきそ

れぞれ周波数・時間領域で計算されるため，SSFM では微小区間ΔL ごとに高速フーリ

エ変換[11]を用いて周波数-時間領域の変換を⾏う． 

以上のように，伝送シミュレーションでは SSFM に基づき算出した受信波形に対して

前述した処理（二乗検波，雑音付与，帯域制限，CDR，閾値判定，符号誤り率計算など）

を⾏うことで IMDD 方式の符号誤り率を計算することが可能である．しかしながら，伝

送シミュレーションでは膨大な送信符号系列に対する電界波形を扱い，さらに計算量の
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大きい FFT を繰り返す SSFM の処理を含むため計算に時間がかかり，アクセス/メトロ

融合オール光ネットワークの経路構築時間が増大してしまう．迅速な経路開通に向けて

は高速計算が可能な計算量の少ない伝送品質推定手法を実現することが求められる．本

章では線形/非線形波形歪の効果が反映され，かつ計算量の削減も可能となる IMDD 方

式向けの伝送品質推定手法を提案し，その推定精度，計算量について検討する． 

 

 
(a) 

 
(b) 

図 4-2  伝送シミュレータ, (a)ネットワーク構成, (b)計算ブロック構成 

 

 
(a) 

 
(b) 
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4-3 ガウシアンノイズモデルに基づく伝送品質推定 

デジタルコヒーレント向けの高速な伝送品質推定手法としてガウシアンノイズモデ

ル[5-6]に基づく手法が提案されている[12-13]．デジタルコヒーレント伝送方式において

線形波形劣化は，DSP によって補償が可能であり，伝送品質（符号誤り率）に影響を与

えない[14]．一方，非線形波形歪は補償が難しいことから，伝送品質推定の実現にむけ

てはこれを考慮する必要がある．非線形波形歪の影響を高速に計算するアプローチとし

てガウシアンノイズモデルに基づく手法が提案されている．ガウシアンノイズモデルで

は，非線形波形変化によって生じる受信波形の歪をランダムなガウシアンノイズつまり，

SNR の低下とみなす．図 4-4 にガウシアンノイズモデルのイメージを示す．送信器から

送信された光信号が長さ L1, L2 からなる伝送路を順に伝送し受信器に入る場合について

考える．この時，受信器では非線形の波形歪による感度劣化が生じる．ガウシアンノイ

ズモデルでは各伝送路において生じた光の雑音がファイバを伝搬し，受信器に入ること

で雑音をもたらすというモデルを用いる．この非線形波形歪みに相当する光の雑音は

nonlinear interference (NLI)と呼ばれ，ASE と同様にスペクトルを持ち，ファイバ中を伝

搬する．ここで L1，L2 それぞれの区間で発生する非線形歪に対応した光雑音を NLI1 / 

NLI2 とする．最初の区間で発生した NLI1 は次の区間を光雑音として伝送する．すなわ

ち光増幅器を通過する場合には利得を受け，ファイバ伝搬時には損失を受けながら伝送

し，最終的に受信器に入る．同様に NLI2 も最終的に受信器に入る．受信器では NLI1 と

NLI2 を合わせた強度を計算し，受信信号光強度との比から受信 SNR を算出し，符号誤

り率を算出する．各スパンで発生する NLI のスペクトル GNLI は，当該スパンに入力さ

れる信号光のスペクトル GTxから下記の式を用いて計算される([5] 式(101))． 

𝐺𝑁𝐿𝐼 = ∑ 𝛾𝑛𝑠
2 ∙

𝑁𝑠

𝑛𝑠=1

∏ 𝑔𝑛′
𝑠

3 e
−6𝛼𝑛′

𝑠
𝐿𝑠,

𝑛𝑠−1

𝑛′
𝑠=1

∙ ∏ 𝑔𝑛′
𝑠
e

−2𝛼𝑛′
𝑠

𝐿𝑠,

𝑁𝑠

𝑛′
𝑠=1

∙ 

16

27
∬ 𝐺𝑇𝑥(𝑓1)𝐺𝑇𝑥(𝑓2)

∞

−∞

𝐺𝑇𝑥(𝑓1 + 𝑓2 − 𝑓) ∙ 

|
1 − 𝑒

−2𝛼𝑛′
𝑠

𝐿𝑠𝑒4𝜋2(𝑓1−𝑓)(𝑓2−𝑓)[𝛽2+𝜋𝛽3(𝑓1+𝑓2)]𝐿𝑠

2𝛼𝑛𝑠
− 𝑗4𝜋2(𝑓1 − 𝑓)(𝑓2 − 𝑓)[𝛽2 + 𝜋𝛽3(𝑓1 + 𝑓2)]

| df2 df1 

(4) 

ここで入力光スペクトル GTxは，伝送品質を推定する対象となる信号以外の隣接波長な

ども含まれる．以上よりガウシアンノイズモデルでは，非線形波形歪をランダムなガウ
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シアンノイズとみなし，SNR から符号誤り率を導出する．SSFM のように波形劣化を高

精度に計算する代わりに雑音近似することで高速に非線形波形劣化の影響を計算でき

る．これまでにガウシアンノイズモデルを用いた様々な伝送品質推定手法が検討されて

おり，pythonライブラリ[15]やwebブラウザ上で提供[16]されるなど注目を集めており，

Open ROADM[17, 18]にて活用が検討されている． 

IMDD 方式向けの高速な伝送品質推定手法の実現に向けては，ガウシアンノイズモデ

ルに基づく既存手法の適用も考えられる．ただし，デジタルコヒーレント方式と IMDD

方式とでは考慮すべき波形歪が異なる．デジタルコヒーレント方式では線形波形劣化は

DSP 等で補償されるため，伝送品質推定手法にて線形波形劣化を考慮する必要はない．

また非線形波形劣化は長距離伝送の結果ガウシアンノイズに近似できる．これに基づき

デジタルコヒーレント方式向けの伝送品質推定手法では SNR から伝送品質を推定して

いた．一方 IMDD 方式では線形波形劣化を受信器で完全に補償することができないた

め，伝送品質推定のためには線形波形劣化を考慮する必要がある．また非線形波形劣化

において，伝送距離が短い場合，特に SPM はランダムガウシアンノイズに近似するこ

とはできず，送信シンボルによって決まる確定論的な波形歪となる．このようにデジタ

ルコヒーレント方式と IMDD 方式とでは波形歪の種別が異なることから，デジタルコ

ヒーレント方式向けの伝送品質推定手法をそのまま IMDD 方式に適用することは困難

であり，新たな手法が必要である． 

4-4 提案手法 

本章では，線形/非線形波形歪の影響を考慮しつつ計算量の削減が期待できる IMDD

方式向けの伝送品質推定手法を提案する．図 4-5(a)に想定する伝送路構成を示す．ここ

では初期検討としてシングルスパン/DWDM 信号伝送を想定し検討する．提案の計算ブ

ロック構成を図 4-5(b)に示す．計算ブロックは，前半の「伝搬波形を計算するブロック

(A)」と後半の「ガウシアンノイズを付与するブロック(B)」から構成される．以下，そ

れぞれについて説明する． 

A) 伝搬波形を計算するブロック 

まず，送信器ブロックは送信電界波形を出力する．続いて波長分散ブロックでは，入

力された電界波形が距離 L だけ線形伝搬した後の電界波形を計算し，出力する．このと

き，線形伝搬による波形変化は 4-2 節で述べた通り式(2)に基づき計算される．線形伝搬

ブロックから出力された電界波形は二乗検波処理によって光強度に変換した後，

VNLF[19]に入る．VNLF は一般的に波形等価用のフィルタとして用いられる非線形フ

ィルタである．今回は SPM の波形歪を模擬するブロックとして VNLF を用いる．SPM

による波形歪は伝送距離 L や入力光強度 P によって決まる．つまり，これら 2 つのパ

ラメータの組み合わせごとに SPM が変化するため，それを模擬する VNLF のタップ係
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数も異なる．提案手法では，事前に作成したテーブルの中からの伝送距離 L や入力光強

度 P の組み合わせに応じて適切な VNLF のタップ係数を選択して用いることとした．  

B）ガウシアンノイズを付与するブロック 

NLI 計算ブロックはガウシアンノイズモデルに基づき，入力光信号のスペクトルから

非線形波形歪である NLI の強度σ2 を計算する．そして受信信号の光強度，受信器の熱

雑音，NLI 強度から SNR を求め，相当する白色雑音をブロック(A)の出力波形に付与す

ることで受信波形を模擬する．この時，式(4)に基づき算出した NLI は光の雑音であり，

電気段の受信 SNR を算出するためには，光から電気への変換が必要となる．ここで NLI

と同じく光の雑音である ASE を参考に光から電気への変換方法について考える．ASE

が受信器に入るとき，電気段の雑音としては信号-ASE ビート雑音，ASE-ASE ビート雑

音が生じることが知られているが，受信帯域が十分狭い場合は前者が⽀配的となる．以

上の考察に基づき，本章では光→電気変換ブロックにて信号-NLI ビート雑音を計算し

電気段の雑音として SNR の計算に用いた．C 帯 WDM 伝送の主要な非線形波形歪みで

ある XPM は位相雑音であるが，伝搬とともに IMDD 方式で観測される強度雑音に変化

する．そこで新たに「調整係数 k」を定義し，強度調整ブロックにて式(4)に基づき算出

した NLI 強度に乗算することで伝送距離に伴う雑音の増加を考慮した．図 4-5(c)に伝送

距離に対する調整係数 k を示す．low-pass filter (LPF)にて受信器帯域を模擬し，得られ

た受信信号に対して最終的に閾値判定が⾏われ，符号誤り率 BER が算出される．  

 

 

 

図 4-4 ガウシアンノイズモデル 
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(c)  

 

図 4-5 提案構成 

(a)想定するネットワーク構成, (b)計算ブロック構成, (c)調整係数 
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4-5 数値シミュレーションの構成 

伝送シミュレータとの比較から提案手法の推定精度を評価した．伝送路構成，および

それに対する提案ブロックの構成を図 4-6(a)(b)にそれぞれ示す．提案手法は任意の変調

方式に適用可能であるが，今回は波長分散耐性が高く長距離伝送が期待できる光デュオ

バイナリ変調[20]の 25 Gbit/s 信号伝送を想定し検証した．まず送信器ブロックでは，11

段の pseudo random bit sequence (PRBS)信号をもとに 25 Gbit/s の光デュオバイナリ信号

の電界波形(オーバーサンプル数16)を生成する．FFTにより周波数領域に変換したのち，

距離 L だけ線形伝搬した後の波形を式(2)に基づき計算し，IFFT にて時間領域に戻す．

電界波形の二乗により算出した強度波形は 4 倍オーバーサンプルにダウンサンプル後，

SPM 模擬用の 3 次 VNLF に入る．白色雑音重畳ブロックでは，受信信号の光強度や NLI

の雑音強度，熱雑音(10×10-12 [𝐴/√𝐻𝑧]，PIN-photodiode)を考慮した SNR に基づき白色

雑音を付与する．LPF にて受信器の帯域制限(25 GHz)を⾏った後，閾値判定にて受信符

号系列を識別し，送信符号系列との比較から符号誤り率を計算する．ここで NLI 強度は

入力信号の光スペクトルをもとに計算される(4-3 節)．入力信号の波長配置として今回

は 2 つのケースを想定する．図 4-7(a)(b)にそれぞれのスペクトルを示す．共に 100 GHz

間隔，7 波長を想定しており，ケース 1 においてはすべての波長の強度を 12 dBm とし

た．ケース 2 ではチャネル番号 4，7 を 3 dBm に低減している．  

 

 

図 4-6  数値シミュレーション構成（a）伝送路構成，(b)計算ブロック構成 
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(a) 

 
(b) 

図 4-7  想定する波長多重信号スペクトル, (a)ケース 1, (b)ケース 2. 
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4-6 計算結果 

まず，シングル波長伝送を想定し VNLF による SPM 模擬の精度を検証した． 40 km

伝送時に伝送シミュレータ，および VNLF によって計算されたアイパターンを図 4-8 に

示す．計算結果より，伝送路に対する入力光強度を 3 dBm から 15 dBm に増大させるこ

とで SPM による波形歪みが生じることがわかる．また，VNLF と伝送シミュレータの

計算結果が一致することから，VNLF では SPM を適切に模擬できることを確認した．

続いて VNLF から導出した受信波形をもとに符号誤り率を計算した．シングル波長伝

送において入力光強度を 3 dBm，12 dBm，15 dBm とした場合の伝送距離に対する符号

誤り率の計算結果を図 4-9(a)-(c)に示す．赤実線と青破線はそれぞれ伝搬シミュレータ

と提案手法の計算結果を表している．受信信号の光強度はいずれの場合も-23 dBm とな

るよう受信器直前に配置した可変光減衰器(VOA)にて調整している．図 4-9(b)(c)には，

参考までに入力光強度 3 dBm における伝送シミュレータの計算結果を黒点線でプロッ

トしている．入力光強度が 3 dBm から 15 dBm に増加するにつれて SPM による波形劣

化が増大し，符号誤り率が増大することがわかる．また，いずれの構成においても提案

方式と伝送シミュレータの計算結果が一致することから VNLF に基づき SPM の影響を

適切に推定できることを確認した．続いて波長多重システムを想定し，XPM 影響下に

おける提案手法の有効性を検証した．図 4-9 (d)-(g)はケース 1，2 それぞれの波長配置に

対する 4 番目，7 番目のチャネルの符号誤り率を示す．また参考までにシングルチャネ

ルの計算結果を黒で示している．計算結果より，ケース 1，2 共に 4 番目より 7 番目の

チャネルの方が符号誤り率の劣化が大きいことが分かった．これは 4 番目のチャネルは

隣接波長からの影響が大きいためである．いずれの構成においても提案方式と伝送シミ

ュレータの計算結果が一致することから提案手法に基づき XPM の影響を適切に推定で

きることを確認した．図 4-9(h)はケース 1，チャネル番号 4 における受信光強度に対す

る符号誤り率の計算結果を示す．計算結果より，伝送距離，受信光強度によらず提案手

法は適切に符号誤り率を推定できることを確認できた． 

4-7 結論 

本章では IMDD 方式向けの高速な伝送品質推定技術を提案し，その推定精度を評価

した．IMDD 方式向けの伝送品質推定手法としては SSFM を用いる伝送シミュレータの

活用が考えられるが，ファイバ伝搬時の非線形波形歪の算出に FFT を繰り返すため計

算量が大きいことが課題である．本章では計算量を削減するために，近似に基づき非線

形波形歪の影響を高速計算するガウシアンノイズモデルを用い，新しい IMDD 方式向

け伝送品質推定手法を提案した．提案手法では，確定的な波形変化である SPM を非線

形ボルテラフィルタ VNLF にて模擬し，得られた波形に対してガウシアンノイズモデ

ルに基づき算出した XPM に対する雑音を付与することによって受信波形を求め，符号
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誤り率を推定する．このときガウシアンノイズモデルでは光の雑音強度(NLI)が算出さ

れるため，受信波形を模擬するためには電気の雑音強度に変換する必要がある．そこで

NLI-信号ビート雑音の計算から電気の雑音強度を算出した．また伝送による位相雑音か

ら強度雑音への変換過程を考慮するため，伝送距離に応じた係数を定義し，乗算するこ

とでこれを模擬した．提案手法の推定精度を評価するため，25 Gbit/s 光デュオバイナリ

信号の 7 波長 WDM 伝送にて伝送シミュレータとの比較を⾏った．まず VNLF に基づ

く SPM 波形変化の模擬について精度を検証した．VNLF に対して適切なタップ係数を

設定することで伝送シミュレータと出力波形が一致し，適切に SPM による波形劣化を

模擬できることを明らかにした．最後に 7 波長 WDM 伝送にて XPM を含む場合の符号

誤り率の推定精度を検証した．提案手法の推定結果が伝送シミュレータに一致したこと

から XPM による特性劣化を適切に計算可能であることを明らかにした．提案手法は

GNPy と同様に回線速度や波長数やスパン数が増加した場合でも SSFM よりも高速な

計算を実現することが期待できる手法である． 

以上のように本章で提案した手法では波長多重時の XPM による波形劣化の影響をガ

ウシアンノイズモデルに基づき高速に計算できる．ただし，波長分散と SPM による確

定論的な波形劣化の計算には従来の SSFM ベースの伝送シミュレータと同様にデータ

数が膨大な電界波形の計算を含むため，抜本的な計算量の削減が難しいことがその後の

検討にて明らかとなった．また，本手法では初期検討としてシングルスパン伝送を想定

し検討を⾏ったが，多数の光ノードによって複数区間を接続するアクセス/メトロ融合

ネットワークへの適用に向けては，マルチスパン構成への適用を見据えた検討が必要で

ある．以上を踏まえ，次章ではマルチスパン構成を想定しデータ数が膨大な電界波形を

用いない新たなアプローチから抜本的な計算量の削減を検討する． 
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図 4-8 40 km 伝送時のアイパターン 
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図 4-9 符号誤り率の計算結果 
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第５章 ニューラルネットワークに基づく伝送品質推定 

5-1 はじめに 

4 章では非線形波形歪を考慮した IMDD 方式向けの高速伝送品質推定手法として，

VNLF[1]とガウシアンノイズモデル[2, 3]に基づく手法を提案し，シングルスパン構成に

おいて符号誤り率の推定精度を評価した．本手法では波長多重時の XPM による波形劣

化の影響をガウシアンノイズモデルに基づき高速に計算できる．ただし波長分散と SPM

による確定論的な波形劣化の計算には従来の SSFM ベースの伝送シミュレータと同様に

データ数が膨大な電界波形の計算を含むため，抜本的な計算量の削減が難しいことが明

らかとなった．また 4 章では初期検討としてシングルスパン伝送を想定した検討を⾏っ

たが，光ノードによって複数区間を接続するアクセス/メトロ融合オール光ネットワー

クへの適用を考えるとマルチスパン構成への拡張が必要である．そこで本章では，計算

量の削減およびマルチスパンネットワークへの拡張にむけてニューラルネットワーク

[4, 5]に基づく手法を提案する． 

5-2 ニューラルネットワークに基づく高速な伝送品質推定手法の提案 

提案手法の説明に入る前準備として，伝送シミュレータを例にマルチスパン伝送の基本

的な考え方について説明する．スパン数 N のマルチスパン伝送に対する伝送路モデルを図

5-1 に示す．送信器から出力された電界波形 E0 は入力光強度 P1にて長さ L1 の最初のスパン

(n=1)に入力される．最初のスパン伝送後の電界波形として E1 が出力され，次のスパン(n=2)

の入力電界となる．これを繰り返し N スパン伝送後の受信電界 EN は受信光強度 PRxにて受

信器に入る．このときの伝送シミュレータ(VPI)[6]の構成を図 5-2 に示す．伝送シミュレー

タでは，送信側から順に各スパンの出力電界を計算する．各スパンにおける出力波形の計算

には SSFM[7]が用いられる．SSFM では各スパンに対する入力電界 En，伝送距離 Ln，入力

光強度 Pn に基づき，波長分散や SPM を考慮した出力電界 En+1 を計算する．これをスパン

数だけ繰り返すことにより送信電界 E0 から受信電界波形 ENを計算する．得られた受信電界

波形 ENに対して受信処理(二乗検波処理，雑音付与，帯域制限，クロックリカバリ[8]，シン

ボル識別，符号誤り率計算)を⾏うことで符号誤り率を計算する．ここで，伝送シミュレー

タにおいて例えば 10-3 の符号誤り率を推定する場合，104 程度のシンボルに対して電界を計

算する必要がある．オーバーサンプル数を 8 とすれば電界波形の次元は 8×104 である．一

方で IMDD 伝送において波長分散や SPM によるシンボル間干渉が生じるのは前後の 4 シン

ボル程度であり，波形歪は（2 値伝送の場合）24=16 パターンで表現される．したがって 4

シンボルを 16 パターン，計 64 シンボルだけ用意すれば波形歪の特徴を表現できるはずで

あり，オーバーサンプル数を 8 とすると次元は 8×64=512 まで削減できる計算となる．つ

まり従来手法において計算に用いていた電界波形は波形歪を表現する上で冗長な情報を含

んでおり，これが計算時間の増大を招いていると思われる．そこで本章では電界波形の歪み



 80 

情報を抽出した低次元な「特徴量」を導出し，それに基づき高速に伝送品質を推定する手法

を検討する．  

提案手法の構成を図 5-3 に示す．伝送シミュレータと同様に波形歪計算用のブロックをス

パンの数だけ配置し，それぞれに対して各スパンの長さ Ln，入力光強度 Pn を入力する．伝

送シミュレータではこれらのブロックに対して電界 En を伝搬させていたのに対し，提案手

法では電界 En と 1 対 1 で対応する特徴量 Anを伝搬させる．特徴量 An は電界波形 En と 1 対

1 の関係であり，相互に変換可能である．En から An を求める手法については 5-4 節で述べ

る．提案手法は２種類の計算ブロック（伝搬波形計算ブロック（ANN#1），BER 推定ブロッ

ク(ANN#2)）のカスケード接続で構成され，いずれもニューラルネットワーク(ANN)にて実

現される． ANN#1 は各ファイバ区間に入力された特徴量 An から出力特徴量 An+1 を計算す

るブロックである．送信電界の特徴量 A0 を初段の ANN#1 の入力として与え，順次伝搬さ

せることで最終的に受信電界 EN の特徴量 AN を導出する．こうして得られた受信特徴量 AN

に基づき ANN#2 は符号誤り率 BER を推定する．ANN#1 と ANN#2 の構成を図 5-4，図 5-5

に示す．まず ANN#1 の動作について説明する．伝送シミュレータの動作の説明で述べたよ

うに，各スパンにおける出力電界 En+1 は入力電界 En，入力光強度 Pn,，伝送距離 Ln によっ

て一意に決定される．電界 E とその特徴量 A は 1 対 1 で紐づくことを踏まえると特徴量 An+1

も入力特徴量 An，入力光強度 Pn,，伝送距離 Ln によって一意に決定される．これに基づき

ANN#1 は当該区間の伝送距離 Ln，入力光強度 Pn，入力特徴量 An を説明変数， An+1 を目的

変数とするニューラルネットワークで構成する(図 5-4)．続いて ANN#2 の動作について説

明する．符号誤り率(BER)は受信電界 ENと受信光強度 PRxで一意に決定される．電界 E とそ

の特徴量 A は 1 対 1 で紐づくことを踏まえると BER は受信特徴量 ANと受信光強度 PRx，か

ら一意に決定される．したがって ANN#2 は受信特徴量 AN と受信光強度 PRx を説明変数，

BER を目的変数とするニューラルネットワークによって構成される(図 5-5)． 

以上のように提案手法では ANN#1 と ANN#2 のカスケード接続によって構成した計算ブ

ロックに対して伝送路情報(各スパンの長さ Ln，各スパンの入力光強度 Pn，受信光強度 PRx)

および送信特徴量 A0 与えることで符号誤り率 BER を算出する．本手法では小規模ニューラ

ルネットワークで構成されるブロックに対して次元を削減した特徴量を伝搬させることで

高速に符号誤り率を推定することが可能であるが，その入力として必要となる送信特徴量

A0 の取得にはある程度の計算時間を要することが想定される（特徴量抽出手法については

5-4 節にて説明）．そこで事前に送信器の種別に応じた送信特徴量 A0 のテーブルを作成し，

運用フェーズではその中から適したものを選択して用いることで，アクセス/メトロ融合オ

ール光ネットワークにおける迅速な経路構築が可能となる． 
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図 5-1 ネットワークモデル 

 

 

図 5-2 伝送シミュレータの構成 

 

 

図 5-3 提案手法の計算ブロック 

 

 

図 5-4  ANN#1 の構成                  図 5-5 ANN#2 の構成 
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5-3 ニューラルネットワーク学習用データセットの生成 

提案手法に用いるニューラルネットワーク(ANN#1，#2)学習用のデータセット生成につい

て説明する．ANN#1 の変数は An， Ln， Pn， An+1であるからデータセットとしてはこれら

4 変数の組み合わせを用意する必要がある（図 5-6(a)）．同様に ANN#2 のデータセットとし

てはその変数である AN，PRx，BER を用意することになる(図 5-6(b))．ここで Ln，Pn，PRxは

データセットの作成者が自由に選ぶことができる変数であり，汎用的なモデルを作成する

ためには重複なくかつ幅広い組み合わせを用意することが重要である．一方，An，An+1，AN，

BER の関係性は非線形シュレディンガー方程式によって記述される．そこで本章では非線

形シュレディンガー方程式に基づく伝送シミュレータを用いてこれらの組み合わせを導出

し，データセットを作成する．データセット作成に向けた伝搬シミュレータの構成を図 5-7

示す．伝送路はマルチスパンで構成される．送信器から出力された信号は最初に任意のスパ

ン X を伝送した後，電界 En，入力光強度 Pn の光信号が長さ Ln のシングルスパン Y に入力

される．伝送シミュレータでは非線形シュレーディンガー方程式に基づく SSFM にて出力

電界を En+1 を計算する．導出された電界 En+1 は受信強度 PRx で受信され，符号誤り率 BER

が算出される．この時シングルスパン Y に着目してニューラルネットワーク学習用のデー

タセットを生成する．具体的には ANN#1 向けのデータセットとして，En，En+1 から作成し

た An，An+1，および，当該区間に対するファイバ長 Ln，入力光強度 Pn を用いる．一方 ANN#2

向けのデータセットとしては受信波形 En+1 から作成した受信特徴量 AN，受信強度 PRx，符

号誤り率 BER を用いる．このように伝送シミュレータを活用し，スパン Y に対するニュー

ラルネットワーク学習用の教師データを生成する．注目するスパン Y の条件を変えながら

教師データの取得を繰り返すことでデータセットを作成する．そして作成したデータセッ

トを用いて ANN#1，#2 の学習を実施する．伝送品質推定にむけては学習済み ANN#1 をス

パンの数だけコピー，カスケード接続し，最終段の出力に ANN#2 を接続する．伝送路の情

報として長さ Ln，各スパンの入力光強度 Pn，受信光強度 PRx を与え，最後に送信特徴量 A0

を初段の ANN#1 に入力することで符号誤り率 BER を推定する．  
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(a) 

 

(b) 

図 5-6  データセットの構成, (a)ANN#1, (b)ANN#2. 

An+1AnPnLn項番

0.12 0.55 0.41 0.99 0.78…0.2 0.54 0.78 1.24 0.11…12 dBm3 km 1

0.19 0.65 0.42 0.29 0.63…0.12 0.32 0.66 1.43 0.42…12 dBm6 km 2

…

BERPRxAN項番

1.3E-3-20 dBm0.12 0.23 0.3 1.74 0.16…1

4.1E-3-21 dBm0.12 0.23 0.3 1.74 0.16…2

…
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図 5-7 データセット生成 
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5-4 提案する特徴量抽出手法 

本節では任意の電界 E からその特徴量 A を抽出するための提案手法について説明する．

特徴量 A は電界波形と 1 対 1 で紐づくものであり，つまり以下の 2 つの条件を満たすもの

である．  

条件(i) 特徴量 A は電界 E から一意に決定される 

条件(ii) 電界 E は特徴量 A から一意に決定される 

本章では一般的な光伝送システムで用いられる波形等化用フィルタ[9-11]の動作に注目し，

条件(i)(ii)を満たす特徴量の抽出手法を検討する．光伝送システムでは送信器や受信器，伝

送路を構成するデバイスの応答によって波形が歪み，これが受信特性を劣化させる．受信特

性を改善するためには受信側にて波形歪みを補償し，伝送前の理想的な波形を求めること

が有効である．一般的に波形歪の補償には波形等価用フィルタが用いられる．図 5-8 に波形

等化のイメージを示す．信号が伝送路で受けた周波数特性の逆特性を持つフィルタを受信

側に配置することで波形歪を相殺し，元の理想的な波形を再現する．このとき伝送により歪

んだ受信電界波形を E とすると，その波形歪を補償可能なフィルタは伝送路の逆特性を有

するものであり，E に対して一意に決定される．これは電界波形と等化用フィルタは 1 対 1

の関係で相互の特徴を有することを示唆している．この着想をもとにフィルタを用いた特

徴量抽出手法を検討した．図 5-9(a)に提案する特徴抽出のブロックを示す．本計算ブロック

は入力された任意の電界波形 E から特徴量 A を導出する機能を有する．以下，提案ブロッ

クの動作を説明する．特徴量抽出ブロック内部で生成した理想的な（良好なアイ開口を持つ）

基準電界波形 Eideal を非線形ボルテラフィルタ(VNLF)[1]に入力し，その出力を Eout とする． 

VNLF は非線形波形歪を補償する際に用いられる非線形フィルタであり，その特性はタップ

係数によって決まる．ここで Eoutと E の平均二乗誤差(mean square error: MSE)を最小化する

ように least mean square (LMS)アルゴリズム[12]でタップ係数を探索する．その結果 MSE が

0，つまり Eoutと E が一致（Eout =E）したときのタップ係数を TAPoptとする．このとき TAPopt

は E に対して一意に導出されるため，TAPoptは特徴量としての条件(i)を満たす．また TAPopt

をセットした VNLF に理想的な基準波形 Eidealを通すとき（図 5-9(b)），E が一意に導出され

るため，TAPoptが条件(ii)を満たす．条件(i)と(ii)を満たすことから，本章では TAPoptを特徴量

A に用いる手法を検討した．ここで，一般的に IMDD 方式の波形等化には実数の VNLF が

用いられる[13-14]．これは IMDD 方式の受信波形が強度(実数)のためである．一方，特徴量

抽出の対象である電界 E は複素数のため複素 VNLF を用いて特徴抽出を⾏う必要がある．  

以上が提案する特徴量抽出の基本的原理であり，Eout と E の MSE が 0 になるタップ係数

TAPopt を特徴量として用いることがポイントである．ただし実際には必ずしも MSE が 0 に

なるとは限らない．図 5-10 に伝送距離に対する LMS 収束後の MSE の値を示す．伝送距離

の増加とともに MSE 値が増大していることがわかる．これは伝送距離が増えると波長分散
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によって LMS の目標値である E の歪みが増大することにより目標値(E)と VNLF の入力波

形(Eideal)の差もまた増大し，MSE が 0 に収束しなくなることを示唆している．この課題を解

決するためには VNLF の入力として波長分散によって歪んだ E に近い波形を与え，双方の

差を縮めることが有効である．以上を踏まえて改良した特徴抽出(E→A)のブロックを図 5-

11(a)に示す．基準波形 Eidealを E と同じ距離だけ線形伝搬（波長分散）し，歪んだ波形 E’ideal

を VNLF の入力として用いることで目標値 E との差を縮め，LMS の収束特性を改善する．

以下に詳細を述べる．理想的な基準波形 Eidealはまず，高速フーリエ変換(fast Fourier transform: 

FFT)によって周波数領域に変換され，L’ km 伝搬時の波長分散に対する位相変化が加えられ

る．L’は電界 E の伝送距離である．波長分散によって歪んだ電界波形 E’idealは以下の式で与

えられる[7]． 

𝐸′𝑖𝑑𝑒𝑎𝑙 = 𝐸𝑖𝑑𝑒𝑎𝑙exp(−𝑗2𝜋2𝛽2𝑓𝐿′)                         (1) 

β2 は群速度分散係数である．inverse FFT (IFFT)にて再び時間領域に直した後，E’idealは VNLF

に入る．この場合の伝送距離に対する MSE を図 5-12 に示す．図 5-10 と図 5-12 の比較より，

特徴抽出ブロックの改良により，伝送距離に対する MSE の増加を抑制し，正確に特徴量を

抽出することができることを確認した．この場合，MSE 収束後のタップ係数 TAPopt に加え

て L’が特徴量となる．また，逆変換(A→E)のブロックを図 11(b)に示す．特徴量 A として

TAPoptと L’をセットすることで元の電界 E を導出可能である． 

以上より本章では特徴量として VNLF のタップ係数 TAPopt と伝送距離 L’を用いることを

提案する．提案する伝送品質推定手法の計算量低減に向けては特徴量の次元を削減ことが

有効である．そこで実際の伝送品質推定では導出した TAPopt と伝送距離 L’に対して主成分

分析(principal component analysis: PCA)[15]を⾏うことで次元を削減する． 
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図 5-8 等化フィルタを用いた伝送システム 
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図 5-9 特徴抽出, (a)電界 E→特徴量 A, (b) 特徴量 A→電界 E. 

 

 

図 5-10 ファイバ長に対する MSE 
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図 5-11 特徴抽出 (w/ 線形伝搬ブロック)  (a)電界 E→特徴量 A, (b) 特徴量 A→電界 E. 

 

 

図 5-12 ファイバ長に対する MSE  (w/ 線形伝搬ブロック) 
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5-5 提案方式の推定精度検証 

提案手法の原理，有効性を確認するため 3 スパン構成において符号誤り率推定を実施し，

伝送シミュレーションとの比較から推定精度を評価した． 

5-5-1 想定する構成 

想定する伝送路構成を図 5-13 に示す．提案手法は多様な変調方式に適用可能であるが，

今回は波長分散耐性があり長距離伝送が可能な光デュオバイナリ[16]を想定し 25 Gbit/s 伝

送にて検証を実施した．波長 1553 nm (193 THz)の光源から出力された連続光はマッハツェ

ンダ(MZ)変調器にて 25 Gbit/s の光デュオバイナリ信号に変調され，送信電界 E0が伝送路に

送信される．伝送路は長さ L1，L2，L3 の 3 スパンから構成され，群速度分散β2 は-20.473 

ps2/km (波長分散 D=16 ps/nm/km)，伝搬損失は 0.2 dB/km とした．各スパンの損失は光増幅

器によって補償され，P1, P2, P3の光入力強度で各スパンに送信される．今回は初期検討とし

て，各スパンの伝送損失は次の光ノードの光増幅器によって完全に補償されるものとした

（P1=P2=P3）．3 スパン伝送後，VOA によって受信光強度を調整された信号光は受信器に入

る．提案手法のブロック構成を図 5-14 に示す．ANN#1 と ANN#2 は 5 層の ANN によって

構成した（ANN#1：53/200/100/100/51, ANN#2：52/200/100/100/1）．これらの実装にはニュ

ーラルネットワーク向け Python ライブラリである Keras[17]を用い，評価関数と活性化関数

にはそれぞれ MSE と Relu 関数を用いた．バッチサイズは 1，最適化アルゴリズムとして

Adam を用いた．特徴量抽出では図 5-11(a)のブロックに基づき 8 倍オーバーサンプル，31 サ

ンプルの電界波形 E から 3 次の複素 VNLF を用いて TAPoptを算出する．この時，TAPoptの次

元数は 30773 である．計算量削減のため PCA を用いて 50 次元まで削減する．L’と合わせた

特徴量の次元は 51 となる． 

5-5-2 データセットの生成 

ANN#1(説明変数：An， Ln， Pn，目的変数：An+1)の学習に用いるデータセットの作成に

ついて説明する．5-3 節にて述べたように，変数のうち An，An+1の関係はシュレディンガー

方程式によって記述されるため，伝送シミュレーション(VPI Transmission maker [6])により

導出する．一方 Ln，Pn はデータセットの作成者が自由に設定することができる．偏りがな

く包括的なモデルを生成するためには，重複なく多様な組み合わせを網羅する Ln，Pn につ

いてのデータセットを作成する必要がある．今回は Ln = 3，6，9，12 km，Pn = 9，12 dBm の

組み合わせについてデータセットを作成した．5-3 節で述べたように特定のスパン Y に注目

し，教師データを作成する．4 種類のファイバ(Ln = 3，6，9，12 km)を 3 スパンだけ接続す

る場合，その組み合わせは 4×4×4=64 通り存在する(図 5-15)．また，それぞれに対してス

パンが 3 つあるので全部で 64×3=192 のスパンが学習対象(スパン Y)となりうる．しかし，
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それらの中には入力電界 Enと出力電界 En+1 が重複するケースが含まれている．偏りのない

データセットを作成するため，入力電界 En と出力電界 En+1に重複のないスパン Y を選択す

る手順について述べる．まず，1 番目のスパン(n=1)に着目すると送信器出力電界 E0 が 4 種

類のファイバ(Ln = 3，6，9，12 km)に入るため，その入力電界 En と出力電界 En+1の組み合

わせは 41 である．同様に２番目(n=2)，３番目(n=3)の区間に対しては，それぞれ 41，42 の電

界波形が入力され，4 種類のファイバに入るため，Enと En+1の組み合わせ数はそれぞれ 42，

43 である．以上より得られた 84 (=41+42 +43)の入出力電界波形の異なる組み合わせを用いる

ことで偏りが無く網羅的なデータセットを作成できる． 

続いて ANN#2（説明変数；AN，PRx，目的変数：BER）の学習に用いるデータセットの作

成について説明する．ANN#2 に対しては ANN#1 で用いる 84 パターンのスパンのそれぞれ

に対して受信光強度 PRx = -20，-21，-22，-23，-24 dBm とした場合の BER を計算し，デー

タセットに用いた． 

図 5-16(a),(b)はそれぞれ，ANN#1，ANN#2 の学習における損失の収束特性を示す．ANN#1，

ANN#2 それぞれ，損失が十分に小さいエポック数 200，600 にて学習したモデルを用いて提

案手法の精度検証を実施した． 
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図 5-13 想定する伝送路構成 

 

 

図 5-14 提案手法の計算ブロック 

 

 

図 5-15 スパン長の組み合わせ 
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(a) 

 

(b) 

図 5-16 損失収束特性, (a) ANN#1, (b) ANN#2 
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5-5-3 特徴量の抽出精度検証 

5-4 節にて提案した特徴量抽出手法の精度を検証する．ここで，任意の電界 E から図 5-

11(a)を用いて特徴量 A を抽出した後，特徴量 A から図 5-11(b)のブロックを用いて導出した

電界を E’とする．E→A，A→E’の変換(特徴量抽出)が 100%の精度で⾏われる場合，元の電

界と特徴量から導出した電界は一致する(E=E’)．以上の考察に基づき，E と E’の比較から特

徴量抽出の精度を検証した．伝送路に対する入力光強度 -1 dBm/12 dBm，40 km シングルス

パン伝送の構成において伝送シミュレーションを用いて計算したアイパターンを図 5-17(a)

と(b)に示す．計算結果の比較より，入力光強度を 12 dBm まで増加させる場合，SPM によ

る非線形歪が生じていることが確認できる．SPM が生じる入力光強度 12 dBm のケースに

おいて E と E’を比較する．図 5-18(a)(b)には伝送シミュレータから算出した電界 E(赤の実

線)と提案の計算ブロックから導出した特徴量 A から再び算出した E’（青の破線）の実部，

虚部をそれぞれ示す．特徴量抽出に用いる VNLF の次数(3 次)，タップ数(31)を適切に設定

することで E と E’は位相を含めて一致することを確認できた．以上より，提案の特徴量抽

出手法を用いることで非線形波形歪である SPM を含む電界波形から適切に特徴量を抽出で

きることを確認できた．  

 

 

図 5-17 アイパターン(40 km 伝送後), (a)入力光強度-1 dBm, (b)入力光強度 12 dBm 
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(a) 

 

(b) 

図 5-18 電界波形(40 km 伝送後), (a)実部, (b)虚部. 
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5-5-4 マルチスパンの BER 推定 

提案手法ではスパンの数だけ用意したANN#1に対して電界の特徴量を伝搬させることで

最終的に受信特徴量 AN を計算する．本節では伝送シミュレータとの比較から ANN#1 の計

算精度を検証する．具体的には ANN#1 にて導出した伝送後の特徴量を図 5-11(b)のブロック

にて電界に変換し，伝送シミュレータの波形と比較した．12 km/12 km/12km の 3 スパン(構

成 A)，入力光強度 12 dBm の伝送路構成において，ANN#1 と伝送シミュレータそれぞれか

ら計算した各スパン伝送後のアイパターンを図 5-19(a)に示す．12 km/24 km/ 36 km のいずれ

の地点においても提案手法と伝送シミュレータの計算結果が一致していることがわかる．

これにより，カスケード接続した ANN#1 を用いて特徴量を伝搬することで受信特徴量を適

切に計算できることを確認した．同様の比較を構成 B (3/3/3 km), 構成 C (11/9/11 km)にて⾏

った．図 5-19(b)と(c)に計算結果を示す．ここで構成 C はデータセット(各スパンの長さが

3/6/9/12 km から構成)に含まれない経路である．構成 B に加えてデータセットに含まれてい

ない構成 C についても提案手法と伝送シミュレータの計算結果が一致することを確認でき

た．以上より，検証したすべてのケースで ANN#1 は各スパンの特徴量 An を適切に計算し，

最終的に受信特徴量 ANを導出できることを確認した． 

続いて ANN#2 の BER 推定精度を評価した．構成 A-C，入力光強度 12 dBm，9 dBm にお

ける受信光強度 PRxに対する符号誤り率を計算した．提案手法と伝送シミュレータに基づく

計算結果を図 5-20(a)と(b)に示す．ここで，5-5-2 節で述べたように ANN#2 では受信光強度

として PRx= -20, -21, -22, -23, -24 dBm についての学習を⾏っているが，図 5-20(a)，(b)では学

習に含まれていない受信光強度 PRx= -22.5, -23.5, -24.5, -25.5 dBm に対する推定 BER もプロ

ットしている．図 5-20(a)，(b)の比較より，入力光強度を 12 dBm から 9 dBm に低減するこ

とで SPM が抑制され，符号誤り率特性は改善されることがわかる．計算結果より，データ

セットに用いていない構成 C や受信光強度 PRx= -22.5, -23.5, -24.5, -25.5 dBm，SPM による特

性劣化を含む入力光強度 12 dBmのケースを含むすべてで伝送シミュレータと提案手法の推

定結果が一致することを確認し，提案手法の有効性を明らかにすることができた．図 5-20(a)

にて構成 A における感度(@BER=10-2)が-22.2 dBm であり，伝送前の感度-24 dBm に対する

1.8 dB のペナルティを適切に推定できていることがわかる．C 帯の伝送損失 0.2 dB/km とす

ると，伝送品質を推定せずに 1.8 dB のマージンを設ける場合に比べて 9 km の長距離化が可

能となる．また，本章では初期検証として分散補償技術を想定せずに検証を⾏ったが，分散

補償に対応したトランシーバの導入を想定するとトランシーバによる受信感度の差（ペナ

ルティ）がさらに開くため，伝送品質推定に基づく伝送距離拡大効果はその分拡大する． 
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図 5-19 アイパターン計算結果,  

(a)構成 A(12 km/12 km/12km), (b)構成 B(3/3/3 km), (c)構成 C (11/9/11 km) 
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図 5-20 符号誤り率の推定結果, (a)ファイバ入力 12 dBm, (b)ファイバ入力 9dBm. 
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5-6 提案手法の計算量削減効果 

ここまで提案手法の原理，符号誤り率の推定精度を確認した．本節では伝送シミュレ

ータとの比較から提案手法の計算量削減効果について説明する．4-2 節で述べたように，

伝送シミュレータにて波形伝搬を担う SSFM では伝送路を微小区間に分け，区間ごとに

時間領域と周波数領域の演算を繰り返す．このとき時間-周波数領域の変換には FFT と

IFFTが用いられる．受信波形の計算に必要な総乗算数Ncalcは以下の式であらわされる．

[18] 

 

𝑁𝑐𝑎𝑙𝑐 = 𝑁𝐹𝐹𝑇 × 𝑁𝑟                           (2) 

𝑁𝐹𝐹𝑇 = 𝑁𝑠log2𝑁𝑠                             (3) 

ここで NFFTは 1 回当たりの FFT 計算に必要な乗算数，Nrは FFT の繰り返し回数，NS は

電界波形のサンプル数(=シンボル数×オーバーサンプル数)である．1 つのスパンに対し

て少なくとも 2 回の FFT(時間→周波数，周波数→時間)が必要である．よって 3 スパン

構成の場合は少なくとも 6 回の FFT が必要になる．図 5-21 は電界波形サンプル数 Nsに

対する乗算数 Ncalc を示す．例えば 10-3 の符号誤り率 BER 推定にむけて電界波形のシン

ボル数を 104 とすると，8 倍オーバーサンプル時の電界波形サンプル数 Nsは 80000 であ

る．この場合トータルの乗算数は図 5-21 より 7818102 となる．続いて提案手法の乗算

数について考える．5 層の ANN#1(53/200/100/100/51)の計算量は 53×200+200×100+100

×100+100×50=45600 となる．同様に ANN2(52/200/100/100/1)の計算量は 52×200+200

×100+100×100+100×1=40500 である．3 スパン分の ANN#1 を想定する場合，総計算

量は 45600×3+40500=177300 である．よって提案手法を用いることで少なくとも演算

量を 1/44 倍に削減できる．伝送シミュレータでは受信波形から符号誤り率の計算に追

加の計算（ノイズ付与，受信帯域制限，デジタル信号処理，クロックリカバリ，シンボ

ル抽出，閾値判定，符号誤り率計算）が必要となることを考えると，提案手法による計

算量削減効果はさらに大きいことが見込まれる．実際に我々の計算環境(CPU: Intel Xeon 

L5640 2.27 GHz, RAM: 32 G)では提案手法を用いることで 3 スパン構成の BER を 0.7 秒

で推定できており，1 パスあたり数秒の計算時間を見込んでいる GNPy と同様の高速化

を実現している．  

5-7 結論 

本章では IMDD 方式向けの高速な伝送品質推定手法としてニューラルネットワーク

に基づく手法を提案した．従来の伝送シミュレータや 4 章で提案した手法では電界波形

の伝搬に基づき波形歪の影響を考慮しているが計算量が課題であった．そこで本章では

電界の代わりに電界と 1 対 1 で紐づく特徴量を用い，ニューラルネットワークのブロッ

クで模擬した伝送路を伝搬させる手法を検討した．提案手法は ANN#1，ANN#2 の 2 種

類のニューラルネットワークから構成される．ANN#1 はファイバ伝搬によって生じる
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波形変化を計算するブロックであり最終的に受信電界の特徴量を導出する．一方

ANN#2 は，ANN#1 の導出した受信電界の特徴量から符号誤り率を推定する．電界波形

と 1 対 1 で紐づく特徴量を抽出する手法として３次非線形フィルタ(VNLF)に基づく手

法を提案した．提案の特徴抽出手法では波長分散と SPM による波形変化をわずか 51 次

元の特徴として抽出することが可能であり，抜本的な計算時間の短縮が期待できる．提

案手法の有効性を確認するため，光デュオバイナリ信号 25 Gbit/s 伝送における符号誤

り率を推定し，その精度を検証した．計算結果より，検証したすべての構成で伝送シミュ

レータと提案手法の推定結果が一致し，提案手法に基づき適切に符号誤り率を推定できる

ことを明らかにした．最後に提案手法の計算量削減効果を検証し，伝送シミュレータと

比較して提案手法は必要な乗算回数を 1/44 以下に削減できることが分かった．伝送シ

ミュレータでは受信波形から符号誤り率の計算に追加の計算（ノイズ付与，受信帯域制

限，デジタル信号処理，クロックリカバリ，シンボル抽出，閾値判定，符号誤り率計算）

が必要となることを考えると，提案手法による計算量削減効果はさらに大きいことが見

込まれる．実際に我々の計算環境においては提案手法を用いることで 0.7 秒という短時

間で BER を推定できることを確認した．提案手法を用いることでデジタルコヒーレン

ト方式向けの高速伝送品質推定手法である GNPy と同等の計算速度(1 パスあたり数秒)

が実現できることが期待できる．提案の伝送品質推定技術に基づき送受信器や伝送路の

構成に応じた最適なパラメータを導出することでマージンを削減し，伝送距離を最大化

可能である． 

 

図 5-21 電界サンプル数に対する伝送品質推定に必要な総乗算数 
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第 6 章 結論 

大容量/超低遅延ネットワークの実現にむけて，アクセス区間を含む光 E2E を光直結

するアクセス/メトロ融合オール光ネットワークの検討が進められている．本研究では

アクセス/メトロ融合オール光ネットワークの普及に向けて OPEX/CAPEX それぞれの

観点から経済化を検討した．まず OPEX 観点の課題として「駆けつけ保守」の問題が挙

げられる．装置数の少ないルーラルエリアでは無人局舎が多く，装置故障時には保守者

が最寄りの有人局舎から駆けつけて保守を⾏う「駆けつけ保守」の稼働が問題となって

いる．駆けつけ保守を削減するためには従来無人局舎に配置されていた装置を有人の大

規模局舎に集約することが有効であるが，そのためには光伝送システムの伝送距離を拡

大が必要となる．一方 CAPEX 観点の課題としてはトランシーバコストの低減が挙げら

れる．現在アクセス/メトロ融合オール光ネットワークでは長距離伝送を想定し高価な

デジタルコヒーレント伝送方式のトランシーバが用いられている．経済化にむけては，

アクセスネットワークなどで用いられる安価な IMDD 方式の活用が期待されるが，適

用領域の拡大にむけては伝送距離の改善が必要である．以上のようにアクセス/メトロ

融合オール光ネットワークの経済化にむけては，OPEX/ CAPEX 双方の観点で伝送距離

の拡大が重要となる．本研究ではそれぞれに対して「①低雑音な光増幅手法の活用」「②

最適伝送路パラメータ設計」という 2 つのアプローチから検討を⾏った． 

アプローチ①低雑音な光増幅手法の活用 

光伝送システムの伝送距離拡大に向けた手法として光増幅器の活用が考えられる．光

増幅器の配置場所にはいくつか候補が存在するが，駆けつけ保守削減の観点では，故障

の可能性がある光増幅器を保守者の常駐する有人局舎内に集約することが望ましい．た

だしこの場合，ユーザから送信される上り信号は伝送損失によって強度が低下した後に

局舎に到達し光増幅器に入るため，OSNR が低下し伝送距離拡大効果が制限されるとい

う課題がある．そこで本研究では低雑音な上り信号増幅に基づく伝送距離拡大手法を検

討した． 

アプローチ②最適伝送路パラメータ設計 

サービス提供料金の経済化に向けては安価な IMDD 方式を活用が有効であるが，伝

送距離最大化のためには送受信器，伝送路のパラメータを最適に設計する必要がある．

学術レベルでは時間をかけて設計を⾏うが，アクセス/メトロ融合オール光ネットワー

クではユーザの要求に合わせた迅速な経路構築が求められるため，パラメータ設計に時

間をかけることができない．マージンを用いる場合は高速に経路設計できるが，その分

伝送距離が制限される．本研究では高速かつ高精度に最適なパラメータを算出し，最大

伝送距離の光経路を構築するシステムを検討し，その実現に必要な伝送品質推定を提案

した． 
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具体的な研究内容は以下のとおりである． 

2 章では，分布ラマン増幅技術に基づく 10G 級 PON システムの伝送距離拡大を検討

した．駆けつけ保守稼働を削減するためには局側に光増幅器を配置し，無中継で伝送距

離を拡大することが重要であるが，前置光増幅となる上りの OSNR 劣化が課題である．

そこで局側に配置しつつ，低雑音な光増幅が期待できる分布ラマン増幅の活用を検討し

た．OLT 側からトランク区間に入射されたラマン励起光は，トランク区間の伝送中に上

り信号を増幅する．本研究ではアクセス区間が PON で規定される損失を持つことを前

提に追加伝送可能なトランク区間長を検証した．実施検証の結果，前置光増幅として

SOA と分布ラマン増幅を用いることで 10G-EPON PR30 クラスで規定される 29 dB のア

クセスロスバジェットを保ちつつ，トランク区間として 37 km の伝送距離拡大が可能で

あることを実験にて示した． 

3 章では，鉄道や幹線道路沿いなどの広範囲に点在する端末の収容に向けて検討され

ているバス型光アクセスの伝送距離拡大にむけて，2 章で提案した分布ラマン増幅技術

の適用を検討した．バス型ネットワークはドロップ点を介して複数ブランチを収容する

構成によって総ファイバ長を抑制可能なトポロジであるが，分布ラマン増幅を適用する

場合にはドロップ用スプリッタ通過時の損失で励起光強度が低下し，利得が減少すると

いう課題がある．そこでドロップ点として一般的な等分岐(0.5 : 0.5)の光スプリッタの代

わりに分岐比率がポートによって異なる不等分岐光スプリッタ(x: 1-x)を活用する構成

を検討した．提案構成に基づくバス光アクセスネットワークでは，伝送路構成を決定づ

ける 3 つのパラメータ「ドロップ比率」，「ドロップ間隔」，「ブランチ数」によってロス

バジェットが複雑に変化する．本章では収容ユーザ数および伝送距離を最大化するため

これらの最適設計を検討した．結果，例えば長手方向に分布する 256 ユーザを収容する

場合，最適設計に基づく提案構成を適用することで最大伝送距離を 9 km から 39 km ま

で拡大することが可能であることを明らかにした． 

4 章では，シングルスパン・WDM システムを想定し，IMDD 方式向けの高速な伝送

品質推定手法を検討した．本研究では波形歪を波長分散・SPM のような確定的な波形

変化と XPM のようなランダムガウシアンノイズに分類し，それぞれを独立して模擬す

る手法を提案した．具体的には，まず確定的な波形変化である SPM の影響を非線形ボ

ルテラフィルタ VNLF にて模擬し，得られた受信波形に対して XPM に対するガウシア

ンノイズを付与することによって受信波形を求め，そこから符号誤り率を推定する． 伝

送シミュレータとの比較から提案手法の推定精度を評価した．結果，25 Gbit/s 光デュオ

バイナリ 7 波長 WDM 伝送の構成において，最大 50 km の範囲で符号誤り率を正確に

推定できることを確認した．提案の伝送品質推定技術に基づき送受信器や伝送路の構成

に応じた最適なパラメータを導出することでマージンを削減し，伝送距離を最大化可能

である．  
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5 章では，4 章にて提案した IMDD 方式向けの高速伝送品質推定手法の更なる高速化

およびマルチスパンへの拡張を検討した．4 章の手法では VNLF を用いた電界波形の計

算が計算量削減に向けたボトルネックとなっていた．そこで本章では抜本的な計算量削

減のため，電界波形ではなく，そこから抽出した次元の低い特徴量をニューラルネット

ワークにて解析する手法を提案した．提案した特徴抽出手法では，波長分散と SPM に

よる波形変化をわずか 51 次元に削減することができ，抜本的な計算時間の短縮が可能

である．提案手法の推定精度を検証するため，25 Gbps 光デュオバイナリ伝送，3 スパ

ン構成にて符号誤り率を推定した．伝送シミュレータとの比較より，検証したいずれの

構成においても提案手法は適切にマルチスパン伝送後の受信波形を推定でき，それに基

づき符号誤り率を計算できることを確認した．今回の検証構成では，波長分散と SPM

により発生する最大 1.8 dB のペナルティを適切に推定することができた．よって伝送

品質を推定せずに 1.8 dB のマージンを設ける場合に比べて 9 km の長距離化が可能とな

る．また，本章では初期検証として分散補償技術を想定せずに検証を⾏ったが，分散補償に

対応したトランシーバの導入を想定するとトランシーバによる受信感度の差（ペナルティ）

がさらに開くため，伝送品質推定に基づく伝送距離拡大効果はその分拡大する．最後に計

算時間の評価を実施し，従来手法に比べて乗算回数を 1/44 以下に削減できることを明

らかにした．実際に我々の環境においては 0.7 秒という短時間で符号誤り率を推定でき

ており，GNPy と同等の高速計算(1 パスあたり数秒)が期待できる． 

以上をまとめると，本研究ではアクセス/メトロ融合オール光ネットワークの経済化

にむけて OPEX/CAPEX 双方の観点から伝送距離拡大を検討した．まず，スター型・バ

ス型 PON システムの経済的な伝送距離拡大手法として分布ラマン増幅技術に基づく手

法を提案した．提案方式を用いることで，スター型 FTTH 構成では従来構成に対して 37 

km の伝送距離拡大が可能であることを明らかにした．一方スター型構成では，例えば

長手方向に分布する 256 ユーザを収容する場合，提案手法を用いることで最大伝送距離

を 2 km から 30 km まで拡大可能であることを明らかにした．経済的な IMDD を広域の

アクセス/メトロ融合オール光ネットワークに適用するためには，限られた経路構築時

間内にパラメータを最適化し，長距離化の難しい IMDD の伝送距離を最大化すること

が重要である．迅速なパラメータ最適化に向けて，ガウシアンノイズモデルとニューラ

ルネットワークに基づく 2 つの伝送品質推定手法を提案し，適切に符号誤り率を推定で

きることを確認した．今回検証した 25 Gbps 光デュオバイナリ，3 スパン伝送では，マ

ージンを設ける場合に比べて 10 km の長距離化が可能となることを明らかにした．今後

の伝送レートの高度化や，パラメータによる感度の変化が大きな pre-distortion 技術を用

いる場合には更なる改善効果が見込まれる．  
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